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この資料 は,日 本 自転車振興 会 か ら競輪収益 の一部 で

ある機械工業振興 資金 の補助 を受 けて,平 成3年 度 に実

施 した 「産業界 の システム化 に係 る制度問題 の調 査研究」
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は じ め に

我が国の情報化は近年、急速に進展 し、生活 ・家庭分野まで広範囲に及んできています。特に、産業界

の情報化の進展 には極めて著 しいものがあり、ネットワーク化の進展はこれまでの各企業 レベルにおける

企業内オンラインか ら企業間ネッ トワークへと拡大 し、広域的な広が りを示 しています。

このような状況を背景 として、ネ ットワークを効率的に構築す るため情報ネ ッ トワークサービスを利用

する企業等が急速に増加 しており、情報ネ ットワークサービスが果たす役割への期待が高 まっています。

それだけに、産業界におけるネ ットワーク化を進める上で、あるいは、ユーザーのニーズに十分応える

ことのできるサー ビス提供の観 点か ら、情報ネッ トワークサービスの健全なあ り方について様々な検討の

必要性が指摘されてお り、その前提として、十分な実態 把握が必要 となっています。

そこで、当センターでは、昭和61年 度以来継続 して、情報ネ ットワークサー ビスを提供 している事業

者のサー ビス内容、運用状況等を中心にその実態を調査 しており、本年度の調査にっいては以下のとお り

とりまとめました。

本調査の結果 は、産業界の情報化意識の啓発を図るとともに、今後の産業界のネッ トワーク化を推進す

る上で貴重な資料として活用 したいと考えております。

ここに、本調査を進めるに当た ってご協力を賜 った関係各位に対 して厚 くお礼申し上げます。

平成4年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ンタ ー
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調 査 概 要





調 査 概 要

(1)今 年度調査結果の特徴

本調査 も第6回 目となり、調査項 目を時代に即 した ものとす るためい くつかの手直 しを行 っている。ま

た、新規参入業者が少な くなっているため、集計上か ら新規 ・既存の区分を外 している。

今回の調査においては、特別第二種電気通信事業者21社 一般 第二種電気通信事業者228社 その

他32社 の計281社 か ら有効回答を回収 した。特別第二種電気通信事業者をは じめとする有力事業者を

網羅できたほか、回収数が昨年の277社 に比べ4社 増 となった。また、65.3%が 前 年と同一企業である

ことか ら、データの継続性 という点か らも信頼性が高 まっていると考え られる。

調査結果を概観 して、い くっかの特徴的な点にっいて次に指摘 したい。

① 前回調査で も指摘 した、 ビジネスの展開方針 売上高 採算性 設備 運用などの面でみ られ る2極

化現象は今回の調査において も現れており、 とくに大手業者がかってよ く議論 された 「基幹VAN」

といった形でビジネスを展開 していくと思われる。

② また、 「採算がとれている」とするものが今回23.8%(前 年17%)に 達 し、約4社 に1社 が採算が と

れて きたことになる。

昭和59年 ～61年 頃の業者の大量登録 ・届出、 ビジネス開始時代か らす ると本年か ら来年 にかけてが、

設備の償却期限(6年)を 迎えることとなる。初期投資の大 きい ビジネスであるだけに、償却負担が減

少 し、単年度黒字化 して くる企業は増えそうである。

③ 事業のね らい(事 業継続の動機)と して将来性を見込んでいるものは多いが、新 しい ビジネスチ ャン

スというより、既に展開 しているビジネスを着実に伸ばしていこうという意識が感 じられる。

④ 回答企業全体での売上高平均 は、4,043百 万円(平 成2年 度 は、3,662百 万円)と かなりの額にな っ

ているが、 これは大手業者(含 コンピュータメーカー系業者)の 数字によるインパ ク トが大 きか った

ものとみ られる。

⑤ 一方、セキュリティ対策、障害対策、運用体制においては、依然 として不十分な面がある。採算性を

追 うためおろそかにな っている可能性のあるこの分野に、今後充分な対策が講 じられることが望 まし

い 。

⑥ 当事業に関す る売上高伸び率の全事業者の平均 は10.38%(昨 年18.7%)で あるが・特別第二種電気

通信事業者は10.41%(昨 年21.3%)で あるのに対 して、一般 第二種電気通信事業者は9.06%(昨 年

17.4%)で あった。

昨年は、新規参入業者や小規模業者の方が成長率が高 いのではないかという予測に反 し、大規模事

業者の方が設備規模やサー ビスメニ ューの豊富さを活か して高度成長 していることを示 していたが、

今年度はその差はあるものの、全体的に安定成長していることが うかがわれる。
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② 調査対象

情報ネッ トワークサービスとして以下のサービスを提供 している事業者を対象 とす る。

①基本通信サー ビス

②高度通信サービス

③ 情報処理サービス

(3)調 査期間

平成3年1月21日 ～平成4年2月21日

(4)調 査対象数及び回収(回 答)数

①調査対象数1,020事 業者

②回収数289事 業者(有 効回収数281事 業者)

③回収率28.3%(有 効回収数27.5%)
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1.回 答者の業種別内訳

平成2年 度回答238社
平成3年 度回答250社

2年 % 3年 %

農林 ・水産業 口 1 0.4 0 0

建設業 2 0.8 0 0

製造業 修 13 5.5 12 4.8

流通業 14 5.9 20 8

金融業 ≡i 2 0.8 1 0.4

物流業 ぶ 7 3.0 8 3.2

情報産業 178 74.8 194 77.6

サービス業 川州1 2 0.8 4 1.6

その他 翻 19 8.0 11 4.4

合 計 238 100 250 100
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2.事 業の実施状況 一 事業実施企業と未実施企業固定化

本年度よ り 「情報ネ ットワークサービスの内容」にっいての質問項 目区分を変更 しており、従来独立項目とし

ていた回線 リセールを基本通信の中に含めることとした。また、情報提供について も情報処理の一部 として扱 う

こととした。

サー ビスの実施状況をみると、昨年 とほとん ど変 りのない回答比率 となってお り、既にサービスを実施する者

は大半実施 しており、その予定のないものはず っと実施せず にいる、 という傾向がみ られる。

無効回答の中には 「廃業 した」為返答せず といって返送 されてきたものもあることから、逆に本ア ンケー ト調

査に回答を寄せて きている企業は本当に実施 している企業が多 くな っているともいえ る。

サー ビス内容にっいては、先述のとおり区分変更 したが、基本通信提供企業がやや増加 したのみで、高度通信

、情報処理等にそれ程変化がない。これは、情報提供業者の大半は情報処理業者であったためと思われる。

① サービス実施状況

サービス実施中 サービス実施な し

蜘 177 60

2年 …. 239 38

3年修 221 40

元年% 74.7 25.3

2年% 86.3 13.7

3年% 84.7 15.3
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② 情報ネッ トワークサービスの内容

回線 リセール 基本通信 高度通信 情報処理 情報提供

元 年口 42 44 114 110 59

2年. 66 68 141 145 76

3年 修 一 84 130 146 一

元 年% 23.9 25.9 64.8 62.5 33.5

2年% 27.6 28.5 59.0 60.7 31.8

3年% 一 38.2 59.1 66.4 一

複数回答

(回答176社)

(回答239社)

(回答220社)
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1.基 本通信は、専用線サー ビス(回 線 リセール)、 パケ ット交換サービス、回線交換サービスのことをいう。

2.高 度通信は、次のような提供サー ビスのことをいう。

・パ ソコ ン通信

〔:劃竺 〕
・音 声 メール

・ファク シ ミリメール

・ファイル中継 ・接続(蓄 積転送)

・トランザクション(リ アル)中 継 ・接続

・集配信サービス

・ビデオテ ックス

・音声応答サービス

3.情 報処 理 とは、 次の よ うな提 供サ ー ビスの ことをい う。

・RCS(リ モー ト ・コ ンピューテ ィング ・サ ー ビス)

・企 業間情報処 理サー ビス

・情報 提供
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③ サービスを実施 しない理由

近 くサービスを

実施する予定

サー ビス開始の 目

途が立 っていない

サービスを行 う

予定はない

サー ビスは

中止 した

その他

元 年口 6 8 14 5 26

2年i 2 2 7 8 18

3年 修 2 6 6 3 7

元 年% 10.2 13.6 23.7 8.5 44.1

2年% 5.4 5.4 18.9 21.6 48.7

3年% 8.3 25.0 25.0 12.5 29.2

(回答59社)

(回答37社)

(回答24社)
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3.事 業者の規模 一 ディジタル高速回線の導入により分布に変化 一

資本金、年商規模の分布 に変化 はないが、昨年より回答数の増えた分は、資本金で1億 円以下の小規模事業者

であったことが推定され る。

回線数規模にっいては、20回 線以下の小規模事業者が減 り、全体として上方移行 している。特に、500回

線以上の大規模事業者への移行が顕著にみ られる。

一方、ディジタル高速回線の導入が急速に進んでいることを考えると、その単位回線への換算式の違いにより

、異なる傾向が現れることも予想 されるので、今後の調査方法にっいては注意が必要である。

① 資本金規模

1億 円

未満

口

1億 円～

10億 円未満

10億 円～

50億 円未満

修

50億 円～

200億 円未満

200億 円～

1千 億円未満

≡

1千億円

以上

ぶ

無
回

答

冠 95 90 24 14 7 5 11

2年 100 106 31 13 10 6 11

3年 109 91 31 13 8 6 23

元年% 38.6 3仕6 9.8 5.7 29 20 4.5

2年% 36.1 3a3 11.2 4.7 a6 2.1 4.0

3年% 3a8 324 11.0 4.6 28 21 &2

平成元年度(合 計246社)

平成2年 度(合 計277社)

平成3年 度(合 計281社)

② 年商規模

1億円

未満

口

1億 円～

10億 円

未満

10億 円～

50億 円

未満

修

50億 円～

200億 円

未満

200億 円～

1千 億円

未満

≡

1千億円
～5千 億

円未満

ぶ

5千 億円

以上

川1川1

無
回
答

冠 27 68 52 31 17 14 11 26

2年 34 59 66 36 22 16 10 34

3年 31 64 56 33 25 21 9 42

冠% 11.0 27.6 21.1 12.6 ag 57 4.5 1α7

2年% 123 21.3 2a8 1ao τ9 5.8 3.6 123

3年% 11.0 228 199 11.7 &9 7.5 a2 149

平成元年度(合 計246社)

平成2年 度(合 計277社)

平成3年 度(合 計281社)
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1千 億 円～

2.1

200億 円～

1千 億 円未 満 無回答

2.8

5。劇＼
200億 円未満

10億 円～

50億 円未満

1億 円～

10億 円未 満

32.4

38.8

1億 円未 満

資本金規模(3年 度)

無回答
1億円未満

(%)

5千億円以上

3.2＼

1千億円～

5千億円未満

200億 円～

1千 億円未満

50億 円～

200億 円未満

糊

1億 円～

10億 円未満

22.8

年商規模(3年 度)
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③ 回線数の規模

辞 % 2年 % 3年 %

～20回 線 口 45 27.6 53 23.6 39 19.7

～50回 線 33 2α3 49 21.9 43 21.7

～100回 線 修 23 14.1 18 &0 19 96

～150回 線ii 9 5.5 13 5.8 11 5.6

一
～200回 線 ≡ 6 4.3 9 4.0 10 5.1

～250回 線 ぶ 7 4.3 8 a6 13 仕6

～500回 線 漂 20 125 23 10.3 16 a1

500回 線～ 購 22 13.5 51 228 47 23.7

平成元年度(回 答165社)

平成2年 度(回 答224社)

平成3年 度(回 答198社)
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※ 単位回線の換算方法

算定の対象 となる回線の単位回線への換算にっいては、次の方法に従 って行 う。

(ア)ア ナ ログ信号伝送用の電気回線(電 話の役務を提供す るために用い られ る電気通信回線をいう。以下 この項

について同 じ。)に ついては、単位回線1回 線に換算す る。

(イ)電 話回線以外のアナ ログ信号伝送用の電気通信回線のうち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツ以下である回線

については、単位回線2回 線 に換算する。

(ウ)電 話回線 以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線の うち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツを超え る回線に

っいては、周波数帯域の幅4キ ロヘルツ当たり(4キ ロヘルツに満たない端数 は、切 り捨て るもの とする。)

単位回線2回 線に換算す る。

(エ)デ ジタル信号伝送用の電気通信回線にっいては、各の回線 ビッ ト毎秒を単位として表される伝送速度(1万2,

000ビ ット毎秒を超える伝送速度の回線にあっては、1万2,000ビ ッ ト/毎 秒 とする。)の 総和を1,200で 除

して得 られる商(1に 満たない端数は、切 り捨てるものとす る。)に より単位回線に換算す る。

〔ISDN回 線 も同様の換算 とする。〕
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事業のねらい 一 将来性を期待して事業を継続中

 

4

これまでは、 「事業の参入動機」という設問であったが、本年度か ら 「事業のね らい」という設問に変更

した。

ね らいの上位3つ は、昨年 と同 じく 「将来性を見込んで」、 「業務処理の高度化等の向上を図るため」、

「関連会社のネッ トワーク支援のため」であ り、変化がない。

昨年 との比較では、 「新 しい ビジネスのチ ャンス」 「新 しいサー ビスの提供」が減少 しているのに対 し、

「業容拡大の手段と して」 「業務処理の高度化」が増加 してお り、 ビジネスとして地道に取 り組みを始めて

いこうという意識が感 じられ る。

(回答171社)

(回答228社)

(回答192社)

将
来
性
見を
込
ん
で

新
し

のい

チ ビ

ャジ
ンネ

スス

新
し

い

サ

の1

提 ビ

供ス

地
域
の

情
の報
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献へ

ト関
ワ連

1会

ク社

支の

援ネ
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の

手
段

蓄
積
活技
か術
持
たを
め

ア会
ツ社

プの

のイ

たメ

め1

ジ

そ
の

他

元年度 23 27 20 23 24 1 4 29 16 3 0 1

2年 度 54 24 27 29 34 1 5 30 14 7 0 3

3年 度修 44 11 17 27 25 1 6 32 23 3 1 2

元年% 1a5 158 11.7 1a5 14.0 06 2.3 1τ0 94 1.8 00 α6

2年% 2a7 1α5 11.9 127 149 α4 22 1a2 仕1 a1 00 1.3

3年% 229 57 8.9 14.1 13.0 α5 a1 1仕7 120 1.6 α5 1.0

平成3年 度

膠
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5.ネ ットワーク形態 一 ホス ト中心は変わ らず 一

轍 ㌍ 端 ㌶撫 ㌶ 〉樽 夢等綴 兜 灘 ぽ 麟 あレンジで{ま大きな変化はし
ないと考え られる。

ネ ッ トワー ク形態

元 年 % 2年 % 3年 %

ホス ト集中型 口 90 56.3 126 57.8 109 55.3

ホス ト中心ネ ッ トワー ク型 46 28.8 63 28.9 60 30.4

ホス ト/ネ ッ トワーク分離型(パ ケ ット網)修 19 11.9 24 11.0 21 10.7

分散ネ ットワーク型 5 3.0 5 2.3 7 3.6

その他 ≡ 0 0.0 0 0.0 0 0.0

平成元年度(回 答160社)

平成2年 度(回 答218社)

平成3年 度(回 答197社)

分散ネ ・トワーク型 ＼

ワ

(1
パ ク

ケ分
ツ離

ト型

網
)

ホス ト中心

ネッ トワーク型

(%)

(注)ネ ッ トワーク形態の各構成パターン図は、 「調査票記入要領3」 を参照の こと。
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6.ホ ス トコンピューター 汎用機 は前年同様8割 、台数 は微増

汎用機(同 一のアーキテ クチャに基づ き 「ファミリ」あるいは 「シリーズ」を形成 し、 ソフ トウェアの上位互

換性があるもの)の 割合が8割 、ホス トコンピュータな しの事業者が無 いことはここ3年 とも変わらない傾向で

ある。

ただ し、汎用機の台数内訳か らは、大型汎用機では前年 と比較 し1,2台 の会社が減少 し、3台 ～5台 の会社
への移行 と、中型汎用機の5台 以上の会社が減少 し、大型機への移行が窺える。これ らは、汎用ホス トを利用 し

たホス ト型サー ビスが進展 していることを示 している。

また、 ここ3年 間のパ ソコンホス トの増加傾向に歯止めがかかると同時にオフィスコンピュータの3年 間の減

少傾向にも歯止めがかか った。

煙
汎用機

口

中型
汎用機
小型
汎用機

修

オフィス

コンピュータ

ミニコン

誓

パ ソコ ン

ぶ

ホストコンピュータ

な し

2年 98 65 12 5 12 26 0

3年 89 52 12 12 12 18 0

2年% 45.0 2ぱ8 55 23 55 11.9 00

3年% 45.6 2a7 a2 仕2 仕2 92 α0

平成2年 度(回 答218社)

平成3年 度(回 答195社)

(3年 度)
ノぐソ コ ン

ホス トコンピュ一夕なし 〈大型汎用機>

0.0%の 内訳

ン▲
6.2

.::_ポ

ミニ コ ン6.2(%

ブ イ ス

.2

ぶ§ 大型

汎用機

45.0/郷

、

型汎用機 中型汎用機

26.7

パW

1台

(29.2)

(%)

2台

(21.3)・ ・

〈中型汎用機〉

%の 内訳

3台(9.0)

離畑
/

3台(3.8)

4台(1.9)(%)

5台(0.0)

5台 以 上(1.9)

2暮;二9)/

(;ξ3)

汎用コンピュータ台数内訳 平成3年 度(回 答社数)

1台 2台 3台 4台 5台 5台以上

大型汎用機 26 19 8 5 8 23

中型汎用機 35 13 2 1 0 1

小型汎用機 7 1 1 0 1 2
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7.サ ポー トプロ トコル
ー 大 きな変化はないが、HDLC手 順の増加が目立っ 一

事業者がサポー トしているプロ トコルに関 しては、昨年と比べても大きな変化はない。HDLC手 順、J手

順、全銀手順が上位にランキ ングされる他、ベーシック手順、無手順 ・TTY手 順 も依然として多い。また、

パケッ ト通信手順のX.25の サポー トも目立っ。

なお、ここ3年 の変化で見た時、HDLC手lll頁 の増加が目立っ。ベー シック弔1頂のサポー トと併せ、HDL

Cな どハ イレベル手順をサポー トす る事業者が増えているといえる。

通信プロ トコル

J手 順 鎚
手順
CAT/
CAFIS
業界
手順

MHS FTAM X25 X75 ベーシック

手 順

無照
TY瑞

HDLC

手順

その他

蜘 101 66 17 12 一 一 61 15 一 62 57 一

2年i'・ 113 91 27 15
一 一 85 21 一 85 94 一

3年修 101 92 28 15 10 2 79 16 83 86 102 42

複数回答 平成3年 度1社 当たり回答数=3.26

(回答201社)
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8.サ ービス地域 一 大規模業者による 「全国 ・国際」サービス増加 一

今 回より、新規参入業者の減少をふまえて、新規 ・既存の業者区分での集計を止めた。また、 「全国 ・国際」

の区分を設けた。

昨年の全体合計 との比較では、どのサービス内容において も純 「国際」が減少 し、その分が 「全国 ・国際」に

振 り替わり、かっ増加 したとの印象をもっ。

また、基本通信サー ビスで全国をカバーするものが昨年より増加 しており、大型業者の着実な成長がうかがえ

る。

① サー ビス地域

特定地域口 全 国 … 国 際 修 全国 ・国際iiii その他■

基本通 信 サービス 46 84 2 6 0

高度通信 サービス 75 120 6 42 3

情報処理 サービス 139 156 3 28 2

基本通信サービス

高度通信サービス

複数回答

(回答94社 、回答数138)

(回答144社 、回答数246)

(回答141社 、回答数328)

特定地域 全国 雁峯
3a3 6α9 ごiiiiii

'

24 レ

3α5 嚢 1職i48.8

0.9

国際1.4

全国 ・国際4.3

その他O.O

1.2

0.6

情報処理サービス 42.4 476 8.5

(%)
0 102030405060708090100
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9.サ ービスの利用者 一 基本通信 はグループ内中心、高度通信は一般家庭 ・個人利用 も増える

利用者の分け方を従来 と大幅に変えたため、分布 も単純な経年比較は難 しい。

これをサービス別にみるとかな りはっきりとした傾向がみられる。即ち、基本通信サービスでは、通信費の削

減を狙いと した回線 リセール ・大束回線の利用 などが主であり、企業グループ内 ・一般 企業での使用が85%を

占める。

一方、高度通信サー ビスでは、一般 企業の他に、一般 家庭 ・個人の利用の多いのが特徴であるが、これはパ ソ

コン通信の普及によるものが大 きいと予想 される。

また、情報処理サー ビスでは、一般企業 ・特定業界で3/4を 占め、一般 家庭 ・個人の利用はまだ少数である。

① 基本通信サービス (%)

企

業
ク

特
定
業

(企
本業
支内
雇
取

(関
資係
本会

口
業

異
業
種

業
界 雇
企
憂
家

不
特
定
;
他

ル 界 店 引 難 特種 特の 業 庭 利
|

、

先 務 定の 定 ● 用

プ 工 ● 系 グ グ 個 者

内 場 相 列 ル ル 人
等 互

)
| 1

) プ プ

口 iiii ≡ 修 llllllll…i "
'
:i. 墓 修 ■

元 年 一 一 14.6 15.6 21.9 8.3 4.2 1.0 25.0 LO 10.4 0.0

2年 一 一 15.1 12.5 25.9 7.0 a5 4.3 24.9 1.1 2.7 0.0

3年 50.7 10.5 一 一 一 一 一 一 33.6 1.5 一 3.7

複数回答 平成元年度(回 答73社 、回答数96)
平成2年 度(回 答103社 、回答数185)
平成3年 度(回 答94社 、回答数134)

基本通信サービス

元年度

2年度

3年度

彪
25.9
1`lIlllIlIl1llllll㈱ 酬lllIllllτ・麟

謬
27≡≡151一 裟 24.9

一

50.7
忍a7そ の他
∠1 .5一 般 家庭 ・

3a6i10三.5.,

企業グループ内 特定業界 一般企業

OlO203040506070809010((%)
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(%)② 高度通信サービス

企 特 (企 一 (関 同 異 業 一 一 不 そ

業 定 本業 般 資係 一 業 界 般 般 特 の

グ 業 支内 取 本会 業 種 企 家 定 他
ル 界 店 引 難 特種 特の 業 庭 利
|

、

先 務 定の 定 ● 用
プ 工 ■ 系 グ グ 個 者
内 場 相 列 ル ル 人

等 互
)

1 |
)

プ プ

口 iiiii ≡ 修 llllllll ぶ 妻 修 ■

元 年 ㎜ 12.8 19.2 6.8 19.6 5.6 4.1 12.8 7.1 9.4 2.6

2年 一 一 7.4 12.7 11.1 8.3 6.9 5.0 21.1 12.4 13.0 2.1

3年 25.0 14.4 一 一 一 一 一 38.6 16.1 一 5.9

複数回答 平成元年度(回 答159社 、回答数266)

平成2年 度(回 答185社 、回答数715)

平成3年 度(回 答144社 、回答数236)

高度通信サービス

元年度i裁

2.6

2年度

25.0 14.4

＼5
.0

38.6

企業グループ内 特定業界 一般企業

、2
.1

16.1

5.9そ の 他

一 般 家 庭 ・個 人

(%)
0 102030405060708090100

3年度
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(%)③ 情報処理サービス

企
業
グ
ル

特
定
業
界

(企
本業
支内
店

豆
取
引

(関
資係
本会
難

口
業
特種

異
業
種
特の

業
界 雇
企
業

辰
家
庭

不
特
定
利

;
他

|
、

先 務 定の 定
● 用

プ 工 ■ 系 グ グ 個 者

内 場 相 列 ル ル 人

等 互
)

1 |
) プ プ

口 iiiii ≡ 修 llllllll ぶ
、

≡ 修 ■

元 年 一 一 6.1 38.4 19.7 14.4 4.4 6.6 4.7 0.3 2.3 0.7

2年 一 一 7.8 31.8 15.9 1a3 7.5 10.4 12.7 α3 0.3 0.0

3年 21.1 32.4 一 一 一 一 一 一 409 2.8 一 28

複数回答 平成元年度(回 答104社 、回答数229)

平成2年 度(回 答132社 、回答数308)

平成3年 度(回 答141社 、回答数318)

0.7
情報処理サービス

3

元年度

2年度

その他2.8

,0.3
、

121・1

・…i32:4… 40.93年 度

企業グループ内 特定業界 「般企業
一般 家庭 ・個人2 .8

0 102030405060708090100

(%)
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受発注処理に集中10.対 象業務別の情報処理サー ビス

昨年 と変 化がな いが、受発注処 理への集 中度 合 いが強 まって いる。(会 社数:107%→115%、 サー ビス数:

41%→52.5%)。 他のサー ビスにっ いて は、 この3年 大 きな変 化 はない。

1社 あた りのサー ビス数が ここ3年 、2.3→2.3->2.0と 減少 傾 向にあ るこ とか ら、受発 注処 理の範 囲が広 く

な り、他 の処 理 との区分 けがっ きに くくな って くること も想定 され る。

(サ ー ビス数)

受
発
注
処
理

販
売
管
理

生
産
管
理

(在
嚥
会管
・理

出
荷

指

奪
)

輸
送
管
理

貨
物追

跡

篭

会
計
処
理

(資
フ金

ア決
1済

会

羊
ン

z

店

舗
管

理
オ(

1ト

ト1

メ タ

|ル

シス
ヨト

とア

(与
ク信
レ管

禦
ト

オ

|

ソ

じ

予

約
発
券

顧
客
管
理

情
報
提
供

6
旦
サ

1ビ

ス

;
他

元 年口 124 11 6 8 13 5 13 8 11 5 5 20 10

2年 132 25 5 28 20 9 16 13 13 1 6 14 21

3年 修 99 3 5 11 9 1 10 4 8 4 4 一 12

元 年% 51.9 4.6 25 a4 54 2.1 54 a3 4L6 21 21 &4 4.2

2年% 4a6 &3 1.6 9.2 仕6 ao 5.3 43 4.3 0.3 20 4.6 6.9

3年% 5a2 1.8 29 6.5 53 06 59 a4 4.7 24 24
一
τ1

複数回答 平成元年度(回 答106社 、サー ビス数239)平 成2年 度(回 答131社 、サー ビス数303)
平成3年 度(回 答86社 サー ビス数170)
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平成2年 度 平成3年 度
118)(回 答131社 、回答数210)(回 答86社 、回答数120)

 

韻

徽

参考表 対象業務別情報処理サービスの事業

複数回答 平成元年度
(回答106社 、回

辞 % 2年 % 3年 %

受発注処理 口 73 68.9 88 67.2 63 73.3

販売管理 1 1.0 20 15.3 3 3.5

生産管理 修 5 4.7 3 2.3 3 3.5

在庫管理(照 会 ・出荷指示等) 3 2.8 21 16.0 10 11.6

輸送管理(貨 物追跡等)誓 5 4.7 13 9.9 6 7.0

会計処理 遥 2 1.9 5 3.8 1 1.2

資金決済(フ ァームバ ンキング) 3 2.8 14 10.7 7 8.1

店舗管理(ト ータルス}アオートメーション)購 6 5.7 5 3.8 2 2.3

与信管 理(ク レジッ トオー ソ リ)llllllll 4 3.8 10 7.6 7 8.1

予約 ・発券 7 6.6 1 0.8 4 4.7

顧客管理 ぶ 2 1.9 5 3.8 4 4.7

情報提供(DBサ ービス) 2 1.9 11 8.4
一

その他 ■ 5 4.7 14 10.7 10 11.6

※ サービス数にかかわらず事業者が当該対象業務の情報処理を行っている場合

(%)
(平成3年 度)

wπ …… …

 

…

9。
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⑳
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一一1.企 業間ネッ トワークの状況 一 流通 ・物流関連業種の利用が85%一

(参考表添付)

流通 ・物流関連業種(製 造業 ・卸売業 ・4荒 業 ・運輸業 ・倉庫業)に よるネ ットワーク利用の割合が全体の85

%を 占める。業種間の割合は、情報処理サービス ・提供業 との割合が減少 している。 しか し、アンケー トの回答

社数が大 きく減少 している。これは、特に大規模サー ビス業者において、提供サー ビスの複合化により複数業種

間にまたがるケースが増加 していること等が要因であると考え られる。

製造業 17

運輸業 14 2 (3年 度)

倉庫業 2 0 0

卸売業 29 2 1 1

代理商 ・仲立業 2 0 1 1 0

金融業 1 2 0 1 0 10

小売業 26-9 0 59 0 5 11

電力 ・ガス 0 0 0 0 0 1 1 0

旅行業 1 0 0 1 0 1 0 0 2

情報処理サー ビス ・提供 0 0 1 0 0 3 0 0 0 4

建設業 ・不動産業 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 3

農林水産業・その他 0 0 0 1 0 0 2 0 0 2 1 2

製 運 倉 卸 代 金 小 電 旅 情 建 農
造 輸 庫 売 理 融 売 力 行 報 設 林
業 業 業 業 商 業 業 ● 業 処 業 水

■ ガ 理 ● 産
仲 ス サ 不 業
立 1 動 ●

業 ・ ビ 産 そ
提ス 業 の

供 他

「つ 複数回答(回 答86社 ・回答数221)

1

回分増力年度対前圏

一20一



参考表 前年度の企業間ネットワークの状況

製造業 12

(2年 度)運輸業 14 10

倉庫業 4 0 0

卸売業 36 5 3 3

代理商 ・仲立業 3 0 1 2 1

金融業 3 2 0 0 0 13

小売業 0 8 1520 4 1 76

電力 ・ガス 1 0 0 0 0 2 1 0

旅行業 1 0 0 0 0 1 0 0 1

情報処理サービス ・提供 3 1 1 4 0 7 23
t

0 1 6

建設業・不動産業 0 0 0 0 0 0 0 3 0 2 1

農林水産業 ・その他 1 0 0 0 0 0 3 1 0 1 1 6

製
造
業

運
輸
業

倉
庫
業

卸
売
業

代
理

輌
仲
立
業

金
融
業

小
売
業

電

力
ガ

ス

旅
行
業

情

報
処

理

サ

|
・ビ

提 ス

供

建
設

業
不
動
産
業

農
林
水
産

業
そ
の

他

複数回答(回 答131社 、回答数308)
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12.契 約形態 一 情報処理サービスの契約形態に変化

情報処理サービスの契約約款によるサービス提供の割合が21.2%(元 年度)、22 .7%(2年 度)、

31.2%(3年 度)と 増加 している。 これは、情報ネ ッ トワークサー ビス事業の契約形態は各社間で差

があるものの・契約の フォーマ ッ トは約款とす るケースが増えていることをうかがわせる。

① 基本通信サービス (%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約による
サー ビス

その他
修

元 年 38.1 59.8 2.1

2年 36.7 61.4 1.9

3年 37.0 61.5 1.5

基本通信サービス
契約約款

元年度

2年 度

3年度

複数回答

(回答97社 、回答数100)

(回答90社 、回答数158)

(回答94社 、回答数135)

個別契約一
2.1

-
1.9－

OlO203040

② 高度通信サービス

50 60 7080
揚)

90100

(%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約による
サービス

その他

修

元 年 .40.8 50.9 8.3

2年 39.3 51.1 9.6

3年 41.4 49.6 9.0

高度通信サービス
契約約款 個別契約

複数回答

(回答164社 、回答数385)

(回答184社 、回答数544)

(回答144社 、回答数232)

元年度

2年度

3年 度

40.8 50.9

393 51.1

8.3

9.6

41.4 49.6 9.0

(%)
01020304050 60708090100
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③ 情報処理サービス (%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約による
サー ビス

その他

修

元 年 21.2 66.1 12.7

2年 22.7 72.3 5.0

3年 31.2 64.7 4.1

情報処理サービス
契約約款

元年度

2年 度

個別契約

複数回答

(回答108社 、回答数189)

(回答117社 、回答数278)

(回答144社 、回答数320)

22.7 72.3

5.0

3年 度 31.2 64.7

-
)
4
%(

0102030405060708090100
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13.料 金体系 一 料金体系は変化なし一

① 基本通信サービス (%)

1
基本料金
+従 量制料金 口

2
基本料金
+月 額固定料金

3
ユーザーとの

個別契約 ぶ

一

4
その他

墓

碑 31.3 21.7 45.5 2.0

2年 32.1 22.6 42.2 3.1

3年 34.3 21.6 42.6 1.5

基本通信サービス

基本料金

元年度

2年度

3年度

基本料金 ユーザーとの その他

2.0

3.1

1.5

複数回答

(回答63社 、回答数97)

(回答101社 、回答数159)

(回答94社 、回答数134)

(%)
0102030405060708090100
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② 高度通信サービス (%)

1

基本料金
+従 量制料金 口

2

基本料金
+月 額固定料金

3
ユーザーとの

個別契約 ぶ

4

その他

書

辞 42.2 10.6 27.5 19.6

2年 41.0 12.5 25.3 21.2

3年 44.7 9.8 28.3 17.2

高度通信サービス
基本料金
+従 量制料金

基本料金 ユーザーとの
+月 額固定料金 個別契約 その他

複数 回答

(回答175社 、回答数396)

(回答183社 、回答数546)

(回答144社 、回答数244)

元年度 42.2 10.6 27.5 19.6

2年度

3年度

(%)
01020

③ 情報処理サービス

30405060708090100

(%)

1

基本料金
+従 量制料金 口

2、

基本料金
+月 額固定料金

3
ユーザーとの

個別契約 ぶ

4

その他

≡

碑 39.9 10.9 39.5 9.7

2年 46.1 14.3 28.9 10.7

3年 40.8 11.7 38.9 8.6

情報処理サービス
基本料金
+従 量制料金

元年度

2年度

3年度

基本料金 ユーザーとの
+月 額固定料金 個別契約 その他

複数回答

(回答108社 、回答数238)

(回答131社 、回答数308)

(回答144社 、回答数324)

(%)
OlO203040506070

-25一
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14.事 業の採算性 一4社 に1社 は採算 とれている 一

昨年に引き続 き、採算がとれているとした ものが23.8%と なり、調査開始以来の最高を記録 した。ただ し

、 「採算がとれているもの」と 「とれそうな もの」 との合計は、36.8%→41.1%→41.4%と 微増である。逆

に採算 は度外視 しているものが15.7%と 急増 してお り、将来 とも採算がとれそうもないとするものとの合計

は、12.0%→12.1%→21%と いう推移を示 している。約40%は 事業として成立 しそうであ り、約40%は 関連

事業 としての採算性を考え、約20%は 採算性をあきらめた、 という構図になっている。

昭和59年 ～61年 頃の業者の大量登録 ・届出時代か らす ると、本年～来年にかけてが設備の償却年限(6年)

となることを考えると単年度では、初期投資償却負担が外れて黒字化 して くる企業が増えることが想定され

よう。

事業の採算性

採算年度(採 算がとれている場合)→87年 以前(15),88年(3),89年(6),90年(8),91年(4)
(回答36社)

採算が
とれている

口

将来は採算
がとれそう

ぶ

関連事業とし
て採算性を考
えている

採算性は度外
視している

:=:==

将来とも採

算がとれそ
うもないlllllll

その他

修

冠 22 39 81 10 10 4

2年 38 54 99 13 14 6

3年 50 37 76 33 11 3

元年% 13.3 23.5 48.8 6.0 6.0 2.4

2年% 17.0 24.1 44.2 5.8 6.3 2.6

3年% 23.8 17.6 36.2 15.7 5.3 1.4

(回答166社)

(回答224社)

(回答210社)

元年度

2年 度

採算がと 将来は採算 関連事業として 採算性 将来とも採
れている がとれそう 採算性を考えている 度外視 算がとれそ の他

うもない

・6㍍
.'仕0

2.6

3年 度

一1
.4

(%)
OlO2030405060708090100
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15.事 業に係わる費用 一 費用増大 ・上方移行傾向が続く一

事業に係わる費用について、回答のあった132社 分を単純に平均すると約24億 円にな っている。 この平均

値以上 と答えた大規模事業者は全体の約1割 であり、特に、全体の7割 は5億 円未満の中小事業者で占め られて

いる。

昨年に比べて、回答者数がかな り減 っているため、一概には言えないが、1千 万円未満 とする事業者が減 り、

1～5億 円とす る事業者が増加 している。全体として費用の増大、上方移行の傾向は続いている。

事業経費(全 体)

1千万円

未満
口

5千万円

未満

1億 円

未満
修

5億 円

未満

10億 円

未満

50億 円

未満
ぶ

50億 円

以上
≡

2年度 39 39 30 46 18 24 13

3年度 15 24 20 34 13 18 8

3年度

平均経費 251 2465 7108 22,278 69,718 226,495 2,946,441

(回答209社)

(回答132社)

単位:万 円

1千 万円 ～5千 万円 ～1億 円 ～5億 円 ～10億 円 ～50億 円未満
50億 円以上

2年 度

3年 度 藝無 難
,,　 """…_

(%)

OlO2030405060708090100
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16.事 業の売上高 一 売上高の伸び率は、鈍化 一

売上高は着実に伸びており、5千 万円未満の売上高の会社の割合が減 り(49%→35%)、 一億 円以上の会社

の割合が増えている。なお、回答のあった155社 の一社あたりの平均売上高は、約40億 円となっている。

伸び率は、10%未 満の会社の占める割合が増えてお り(45%→61%)、 事業としてより一層安定成長期 に入

って きたと言え る。

① 事業の推定売上高(平 成3年 度)

1千万円
未満
5千万円
未満
1億 円
未満
5億 円
未満
10億円

未満

50億 円

未満

50億円
堤

元 年口 37 37 14 20 9 16 6

2年 48 43 22 24 11 26 10

3年 修 27 27 23 31 12 20 15

3年 推定
売上平均 255 2,800 7,349 22,306 71,788 233,777 3,392,067

(回答139社)

(回答184社)

(回答155社)

単位:万 円

事業の推定売上高(平 成3年 度)
0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

4

4

3

3

2

2

1

1

懸

講
上iiiii

』i'i

槽il 遷
1
千
万
円
未
満

5
千
万
円
未
満

1
億
円
未
満

② 事業の売上高(平 成2年 度)

5
億
円
未
満

10
億
円
未
満

50
億
円
未
満

50
億
円
以
上

1千万円
未満
5千 万円
未満
1億 円
未満
5億 円
未満
10億円

未満

50億 円

未満

50億円
肚

元 年口 一 一 一 一 一 一 一

2年iiiii 一 一 一 一 一 一 一

3年 修 27 28 21 29 10 19 15

2年 度
売上平均 217 2,396 6,689 21,164 71,167 239,205 3,271,007

(回答 社)

(回答 社)

(回答149社)

単位:万 円
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③ 対前年度売上高伸び率

マイナス

～0%

10%

未満

20%

未満

30%

未満

40%

繍

50%

未満

100%

未満

150%

未満

200%

未満

200%

肚

元 年口 4 31 17 15 6 2 9 8 5 10

2年iiiii 4 66 35 16 6 6 8 5 2 6

3年 修 12 75 19 9 11 2 7 2 0 6

(回答107社)

(回答154社)

(回答143社)

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

8

7

7

6

6

5

5

4

4

3

3

2

2

i

l

z一

_二
〆

「

}

ii備罵
一

慈

一

暢 1』 診

マイナス10%20%30%40%50%100%150%200%200%
～0%未 満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 以上
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④ 事業売上高別対前年度伸び率

揃 年度
伸率

売上高

マイナス
～0%

口

10%

未満

20%

未満

修

30%

未満
40%

未満

曇

50%

未満

ぶ

100%

樋
150%

未満

川lllll

200%

未満

購

200%

以上

■

1千万円未満
・

0 17 2 2 0 0 1 0 0 1

5千万円未満 0 14 2 1 4 0 2 0 0 1

1億 円未満 3 11 1 2 2 0 0 1 0 2

5億 円未満 3 15 3 0 3 2 2 0 0 1

10億円未満 2 1 3 1 1 0 1 0 0 1

50億 円未満 2 9 5 1 1 0 0 1 0 0

50億 円以上 2 8 2 2 0 0 1 0 0 0

1千万円未満

5千万円未満

1億 円未満

5億 円未満

10億円未満

50億 円未満

50億円以上

10%未 満

(回答132社)

20%30%100%200%

未満 未満 以上

(回答23社)

17.4%

102030405060708090100

(回答24社)

18.2%

(回答22社)

16.7%

(回答29社)

22.0%

(回 答10社)

7.6%

(回 答19社)

14.4%

0

(回 答15社)

3.8%

(%)
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17.事 業に携わる従業員数 一 事業規模の拡大 一

従業員数20人 未満の事業者の割合が62%か ら58%と 減少 し、100人 以上の事業者の割合が13%か ら18%と

増加 し、事業規模が大 きくな っている。

売上高 との相関では、20人 未満の従業員で5億 円以上の売上高の事業者が4社 ある。 これは、親会社の情報ネ

ットワークサー ビスを分社化 したケースと考えられる。50人 以上で5千 万円未満が3社 あるが、情報ネッ トワー

クサービス事業に携わる従業員ではなく全社の従業員を記入 したケースと考え られる。

① 従業員数内訳 (平成3年 度)

10人

未満
口

20人

未満

30人

未満
修

40人

未満

50人

未満
:::::

100人

未満

ぶ

100人
堤

翻

合 計 80 30 14 7 8 17 35

内 部 82 28 11 10 8 14 33

外 部 43 14 3 1 0 8 10

(回答191社)

(回答186社)

(回答79社)

合計

内部

外部

～20人 ～30人100人

未満 未満100人 以上

3.81.3
(%)

0102030405060708090100
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② 事業売上高別従業員数 (平成3年 度)

ノ業員数

売上高

10人

未満

口

20人

未満

30人

未満
修

40人

未満
50人

未適
100人

未満

ぶ

100人

以上

翻

1千万円未満 20 2 0 0 0 1 1

5千 万円未満 15 7 2 1 1 0 1

1億 円未満 17 3 2 0 0 1 0

5億 円未満 12 9 3 1 1 2 2

10億 円未満 1 2 4 1 2 2 0

50億 円未満 1 0 0 2 3 7 7

50億 円以上 0 0 0 0 1 0 4 (回答141社)

一10人未満 20人

未満

1千万円未満

5千万円未満

1億 円未満

5億 円未満

10億 円未満

50億 円未満

50億 円以上

100人100人

未満 以 上

(回答24社)

17.0%

一 (回答27社)

19.1%

(回答23社)

16.3%

(回答30社)

21.3%

(回答12社)

8.5%

50人 未満

102030405060708090100

(回答20社)

14.2%

0

(回答5社)

3.5%

(%)

一32一



18.事 業に携わる技術者数 一 情報処理技術者数は微増,電 気通信主任技術者数は横ばい 一

情報処理技術者の1社 平均数 は、前年比数名の増加があ り、一方、電気通信主任技術者 は、ほぼかわらず、

同数であった。

これは、電気通信主任技術者 は各VAN会 社で必要数をほぼ確保 し、積極的には主任技術者の増員をはかる

必要がな く、情報処理技術者はソフ ト開発、システムインテグ レーションの必要性から、増員をはかっている

ことを窺わせる。

① 情報処理技術者保有会社数(平 成3年 度)

システム監査 特 種 オ ンラ イ ン 1種 2種

5人 未満 24 39 33 41 34

10人未満 修 10 5 4 10 13

15人未満 1 3 4 9 13

20人未満 ≡ 0 2 0 4 2

20人以上 口 3 12 4 21 38

人数平均 6.0人 21.9人 6.6人 50.0人 115.0人
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② 電磁 信主任技縮 鮪 会社数(平成3年 度)

電気通信主任技術者

5人 未満 45

10人未満 10

15人未満 5

20人 未満 2

20人 以上 9

人数平均 25.2人

(回答71社)
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19.運 用体制 一 運用体制の整備は、今後とも課題一

運用体制の整備状況については、ここ数年殆 ど変化はな く、今回の調査で も同様であった。そ して、その数

値は決 して満足で きるものではない。例えば、 「テス ト用のネッ トワーク設備」や 「情報処理技術者の確保」

など、運用体制の整備には、投資や人材面の問題が伴 うが、情報ネッ トワークが社会のインフラとなっている

現在、その整備は今後 とも課題 といえる。

運 用 体 制

叔ト・ネッ1ワーク

部分の運用

体制が独立

している

ネ ッ トワー

ク監視セン

ターがある

テス ト用の

ネ ッ トワー

ク設備があ

る

各種記録の
集計、分析
管理を行っ
ている

電気通信主
任技術者が
いる

情報処理技
術者試験有
資格者がい
る

元年 口 86 61 31 98 52 107

2年i 99 83 46 124 77 143

3年 修 84 77 48 120 76 128

元年% 53.1 37.7 19.1 60.5 32.1 66.1

2年% 47.8 40.1 22.2 59.9 37.2 69.1

3年% 44.2 40.5 25.3 63.2 40.0 67.4

複数回答

(回答162社)

(回答207社)

(回答190社)
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20.運 用時間 一 将来は休 日な し24時 間運用 に 一

「休 日な し」が着実に増加傾向にあり、75 .5%に 達 した。昨年増加 した 「その他の曜日」の比率はその

ままであり、 「日」 「目視」の休みは減少 し、 「土、日、祝」が増加 しているのは週休2日 の浸透によるもの

と考え られる。

運用時間についても、24時 間が若干増加 している。

将来的には、特定ユーザーのニーズに応 じた休 日や運用時間を提供 ・特定するもの以外は、休 日な し24時

間運用が大半を占めるものと思われる。

① サー ビスの運用時間(休 日)

休 日無 し 日 曜 日 日曜 ・祝 祭 日 土 ・日 ・祝祭 日 その他の曜 日

元年 口 107 6 27 9 7

2年 164 10 20 10 22

3年 修 160 6 12 14 20

元年% 68.6 3.9 17.3 5.8 4.5

2年% 72.6 4.4 8.8 4.4 9.8

3年% 75.5 2.8 5.7 6.6 9.4
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② サービスの運用時間(時 間)

24H 23～

22H

21～

20H

19～

18H

17～

16H

その他

元年 口 93 7 14 4 9 38

2年 … 130 7 23 5 8 52

3年 修 126 5 15 5 11 43

元年% 5&1 1.3 &8 2.5 56 2a8

2年% 578 a1 1α2 22 a6 2a1

3年% 61.5 24 7.3 24 54 21.0
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21.セ キュ リティ ・障害対策 一 採算性の向上 とセキュリティ対策 はリンクせず

不正アクセス防止策は、殆 ど全ての事業者が何 らかの形で実施 している。

また、暗号化 ・閉域接続などによるセキュ リティ対策が若干増えているが、事業の採算性が良 くなっていると

の回答に比べると未だ少数であ り改善が望まれる。ただ し、回線規模で平均値(200回 線)以 上の事業者 について

みると、暗号化は18.7%、 閉域接続は49.3%の 事業者で対策済みとしている。

障害対策について も同様 に200回 線以上でみると、65～50%の 事業者が何 らかの対策を講 じている(二 重化/

切分回復65%、 迂回路50%)が 、一層の対策が必要であろう。

① データの機密保護方法

ユーザID,パ ス

ワー ド等 による不

正アクセス方法

暗号化による通信
情報の不正傍受防
止

入退室管理 閉域接続 その他

元年 口 152 17 121 38 4

2年 203 20 155 44 4

3年 ぶ 188 24 134 52 5

元年% 92.1 10.3 73.3 23.0 2.4

2年% 93.1 9.2 71.1 20.2 1.8

3年% 92.2 11.8 65.7 25.5 2.5

複数回答

(元年回答165社)

(2年 回答218社)

(3年 回答204社)
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複数回答

(回答157社)

(回答192社)

(回答183社)

障害対策

設備の二重化 モニタリン久テス}機能
定期保守など各種
ツールによる障害
の早期発見

障害発生時の障害
切分機能や回復機
能

ネ ットワーク
の迂回路構成

その他

元年 口 71 125 73 42 6

2年 ・ 93 161 90 68' 5

3年 ぶ 84 146 91 57 6

元年% 45.2 79.6 46.5 26.8 3.8

2年% 48.4 83.9 46.9 35.4 2.6

3年% 45.9 79.8 49.7 31.1 3.3
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ネ ッ トワーク運用 ・管理サービスに対する採算性の期待 は高い一一22.事 業の展開 と採算性

「企業間情報サー ビス」、 「情報提供サービス」に力を入れ る事業者が多 いが、昨年 との比較では、この

2っ のサービスの採算性に若干のかげりが見え る。今年か らメニ ューに追加 したrRCS」 、 「ネッ トワー

ク運用 ・管理」の採算性に対す る期待度は高い。

また、本年度は 「パソコン通信」が第3位 にランクされているが、 これは、昨年度まであった 「電子掲示

板」 「電子会議」 「電子 メール」を、本年度には廃 止した影響 もあると思われる。

複数回答

〔回答247社)

〔閲 社)

 

そ
の
他

17

11

ネ
ッ

ト

ワ

ー

ク

運

用
・

管
理

サ
ー

ビ

ス

50

47

国
際
V
A
N
サ
ー
ビ
ス

14

12

企
業
間
情報

処
理
サ
ー
ビ
ス

皿

83

R
C
S

35

29

情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス

㎜

88

音声

応
答
サ
ー
ビ
ス

25

13

ビ
デ
オ
テ
ッ

ク
ス

19

10

ト
ラ
ン
ザ
ク
シ
ョ
ン

中
継
・

接
続

45

27

フ
ァ

イ
ル

中
継
・

接
続
(
蓄
積
転
送
)

49

32

フ
ァ

ク
シ

ミ

リ
メ

ー

ル

50

27

音
声
メ
ー
ル

22

11

パ

ソ
コ
ン

通
信

65

28

回
線
交
換
サ
ー
ビ
ス

16

12

バ

ケ
ッ
ト
交
換
サ
ー
ビ
ス

41

15

専
用
線
サ
ー
ビ
ス

37

25

提
サ
ロにの的定ス点予ビ重供一

れ
れ
修とわの思日算とト採るる

罐
竪
欝

↑
園

/
採算の取れると
思われるサービス

一

.'… ㌘

…i日

影

.:z〃..

1・i"
÷.

一

㌻

ξ
ξ
1修 _影 ご

・i

…i

z

多

多

_∵ φ

》 ・ 子
.∨'

iI

1

:

1彰

彰 修

・鞍 ・

〃'… ・

,'一

膨誰 勝 藝 三コ'〉 ご 膠 〉"1髪 …修>>髪 協i'=

i修 修

 

測

…

…

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

そ
の
他

ネ

ッ
ト

ワ
ー
ク
運
用

・
管

理

国
際
V
A
N
サ
ー
ビ

ス

企
業
間
情
報
処
理
サ
ー
ビ

ス

R
C
S

情
報
提
供
サ
ー
ビ

ス

立
日
声
応
答
サ
ー
ビ

ス

ビ
デ

オ
テ

ッ
ク

ス

ト
ラ

ン
ザ
ク
シ

ヨ
ン

フ
ァ
イ
ル
中
盤

雛

接
続

(
蓄
積
転
送
)

フ

ァ
ク
シ
ミ
リ
メ
ー
ル

音
声

メ
ー
ル

パ

ソ

コ
ン
通
信

回
線
交
換
サ
ー
ビ

ス

パ
ケ

ッ
ト
交
換
サ
ー
ビ

ス

専

用
線
サ
ー
ビ

ス

一40一



23.国 際VANサ ー ビスの状況

① 国際VANサ ー ビスの提供 提供事業者は頭打ち一

国際VANサ ービスを提供す る事業者数 は2社 増に留まり、提供予定及び時期未定の事業社数 は19社 か ら

10社 に減少 した。国際VANサ ー ビスの新規参入 は一巡 したと考え られる。

国際VANサ ービスの実施相手国は、米国 ・カナダと欧州に次いでアジア ・NIESが54.8%で 昨年に

比 して増加が著 しい。

実施中口 提 供 予 定:::: 時期未定修 予 定な し。、、
iii≡

辞 19 9 4 126

2年 29 0 19 165

3年 31 2 8 143

元年% 12.0 5.7 2.5 79.8

2年% 13.6 0.0 8.9 77.5

3年% 16.8 1.1 4.3 77.8

(回答158社)

(回答213社)

(回答184社)

(国 際VANサ ー ビスの提供)

提供予定2.5

実施中

碑

2年

3年

中57時 期未定 予定なし
./
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1.1

(%)
OlO2030405060708090100

(国 際VANサ ービス実施相手国)

米 国
カナダロ 欧州

アジア修

NIES

その他

1!llll

無回答
妻

全 体 27 18 17 3 2

全体% 87.1 58.1 54.8 9.7 6.5

複数回答

(回答31社)
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② 国際VANサ ービスの提供形態 一 直接接続とゲートウェイ経由が更に増加 一

直接接続 とゲー トウェイ経由の形態が、昨年に比べ更に増加 した。 これは、サービス規模の拡大によ

る専用線化による直接接続とアジア ・NIES向 けのゲー トウェイ経由と考えられる。

直接接続 公衆網(VENUS
-P)等 使用

ゲー トウェイ

経 由

その他

蜘 13 5 9
'2

2年iiiii 18(4) 13(2) 15(7) 2

3年修 20 12 17 2

元年% 44.8 17.2 31.0 6.9

2年% 45.0 32.5 37.5 5.0

3年% 50.0 30.0 42.5 5.0

複数回答

(回答29社)

(回答40社)

(回答40社)

〔注〕()内 は提供予定の再掲

国際VANサ ービスの提供形態
100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

直 公
接 衆
接 網
続 等

使
用

50.0

42.5

= ←

一』〉

ご
■ 藝霧o…

§

ls
■
∨

一 li
・ミ[鋤o

ゲ

ー

ト

ウ

ェ
イ
経

由

そ

の
他

(%)

一42一



③ 国際VANサ ービスの内容 一 サービス内容が明確になる 一

昨年までの選択項 目 〔データ伝送〕を廃止 し、 〔ファイル中継〕 ・ 〔リアル中継〕 ・ 情 報提供〕 ・

〔企業間情報処理〕の4項 目を新設 した結果、サー ビス内容がより明確化 された。即ち、情報提供 とフ

ァイル中継が多 く、 ファクシ ミリメールが増加、その他サービスの回答がゼロとなった

*RCS(リ モート●コンピューティングサービス)

パケ ット

交換

電子

メール
音声
メール

ファクシミリ

メール

画像
伝送
RCS ファイル

中継

リアル

中継

情報提供 企業間
情報処理

そ帥 データ

雄

和 14 24 一 7 4 7 一 一 一 一 1 21

2年iiiii 14 28 一 13 4 8 一 一 一 一 6 29

3> 17 20 3 17 3 8 15 10 19 13 0 一

碑% 4仕7 8α0 一 2a3 13.3 2a3 一 一 一 一 3.3 70.0

2年% 37.8 757 一 351 1α8 21.6 一 一 一 一 1a2 78.4

3年% 42.5 5α0 τ5 425 τ5 2α0 3τ5 25.0 475 325 00 一

複数回答 元年度(回 答30社),2年 度(回 答37社),3年 度(回 答40社)

国際VANサ ー ビスの内容
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④ 国際VANサ ービス提供を実施 したい国 アジア地域の重要性さらに増す

昨年度の調査ではアジア地域、特にNIES地 域の重要性が増す結果であったが、今年度はNIES地 域以

外のその他 アジアの地域のサー ビス提供希望会社数が2/40社(昨 年)か ら12/28社 と急増 した。 これ

は、最近の生産拠点 のシフ ト,シ ンガポールか らタイ,マ レーシア,イ ン ドネシアヘ ホ ンコンか ら中国本土

等への影響 によりNIES地 域以外のアジア諸国 との通信ニーズ増大が反映 しているものと思われる。また、

今年度の集計か ら、英国を欧州に含めて調査を行 っている。

2年 % 3年 %

米国 ・カナダ 46 115.0 41 146.4

英国 28 70.0 一 一

欧州 31 77.5 34 121.4

アジアNIES 35 87.5 33 117.9

その他アジア 2 5.0 12 42.9

中南米 3 7.5 3 10.7

オセアニア 7 17.5 9 32.1

アフ リカ 0 0.0 2 7.1

中近東 1 2.5 5 17.9

ソ連 ・東欧 一 一 5 17.9

その他 4 10.0 0 0.0

注)表 中には、国際VANサ ービス
実施相手国(米 国、欧州、アジアNIES)
の数 字を加えた。

複数回答 平成2年 度(回 答40社)
平成3年 度(回 答28社)

平成3年 度

45

40

35

30

25

20

15

10
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[
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騒部分は、国際VANサ ービス実施中の数字
・米国 ・カナダ27社

・欧州18社

・アジアNIES17社
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24.事 業におけるネ ッ トワークの相互接 続 一 大手業者は、X.75が 主流に 一

ネ ットワーク同士の相互接続 は、相互接 続を している事業者が全体の約4割(39.6%)で 、昨年 と殆 ど変化

はな く、相互接続を必要 としている事業者は、接続を し終えていると考えられる。

相互接続に使用 されているプ ロ トコルは、特別二種ではX.75が 圧倒的に多 く、一般 二種では、X.25と そ

の他(J手 順、全銀手順など)に 二分 され、違いを示 している。

① 他社ネッ トワークとの相互接続の有無

有 口 無

2年 82 136

3年 72 110

2年% 37.6 62.4

3年% 39.6 60.4

醐 撒3社)鴎;讐 曙1;;珪;

〔使用プロ トコルの種類〕

企業数 X75 X25 その他

特別二種 16 37 6 4

一般二種 51 5 30 36

その他 5 1 1 7

計 72 43 37 47

% 100 3ag 2息1 3τ0

複数回答(回 答72社 回答数127)

相互接続の有無(3年 度)

(%

ネ ットワーク

相互接続有ネ ソ トワーク
相互接続無

39.6

604

X.75

X.25

そ の 他

0 20 40 60 80 100(%)

〔使用プロ トコルの種類〕(回 答72社)
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相互接続の必要性(3年 度)

② 将来他社ネットワークとの相互接続の必要性

2年 % 3年 %

必要 口 157 74.4 126 696

必要なし 15 τ1 12 a6

分からない修 39 1&5 43 2a8

平成2年 度(回 答211社)

平成3年 度(回 答181社)

相互接続の
必要なし

(%)

相互接続の計画(3年 度)

③ 他社ネットワークとの相互接続の計画

計画中 口 計画がない'

2年 38 128

3年 22 117

2年% 22.9 77.1

3年% 15.8 84.2

平成2年 度(回 答166社)

平成3年 度(回 答139社)

相互接続の

計画がない

84.2

(%

相互接続を
計画中

158㌣

F
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25.事 業を進めて行く上での政策的支援 一 各種ガイドライン作成への期待が高まる 一

回答事業者204社 の うち、情報ネ ットワークサービス事業を進めてい く上での政策的支援として挙げている

上位3つ は、 「設備投資に対す る補助、減税」128社 、 「ビジネスプロ トコル標準化の推進」110社 、 「ネッ

トワーク技術者の人材育成支援」と 「地域情報化促進の支援」がそれぞれ70社 とな っている。 これ らの順位は

ほぼ昨年 と同様の傾向を示 している。昨年 と比べると 「ネッ トワーク技術者の人材育成支援」(44.2%→34.3

%)が 減少 し、 「各種ガイ ドライ ンの作成」(19.4%→23.0%)が 若干増加 していることが特徴 としてあげら

れる。 このことは、情報 ネッ トワークサー ビス事業者の多 くが先ず設備投資に対する補助、減税 とい う直接的

な効果の支援に対す る期待が高 く、さらに ビジネスプロ トコルの標準化、各種ガイ ドライ ンの作成 といった政

策的支援を期待 し、望んでいることが分かる。

2年 % 3年 %

設備投資に対する補助、減税 口 132 60.8 128 62.7

ビジネスプロ トコル標準化の推進 122 56.2 110 53.9

ネットワーク技術者の人材育成支援 遥 96 44.2 70 34.3

地域情報化促進の支援 69 31.8 70 34.3

各種ガイ ドライ ン(接 続 プロトコルの開示、プライバシー保護等)の 作成i 42 19.4 47 23.0

連携指針等の業界共同ネットワーク化への働きかけ ≡i 30 13.8 29 14.2

共同バ ックア ップセ ンターの構築支援 修 22 10.1 21 10.3

その他 翻 5 2.3 3 1.5

0
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26.OSIへ の取組 一 〇SIは 確実に進展 －

OSIへ の取組状況は、 「既に採用」、 「す ぐにで も採用」を合わせて も約10%程 度であり全体としての比

率は小 さいが、確実に進展(3.2%→7.2%→9.9%)し ていることが うかがわれる。

「様子を見て決める」、 「分か らない」といった不明確な回答は、81.2%と 相変わ らず高い数値を示 してお

り、 これはネ ットワークサービス事業者 として もOSIサ ポー トの判断がっきかねていることと、まだ具体的

製品、事例が少ないことが推定 される。

OSIの 主な提供メニューとしては、MOTIS/MHS、FTAMな どがあげ られる。

①OSIの 提供 ・検討状況

既に採用

口

す ぐにで も

採用 したじ'

様子を見て

決める

修

採用する予

定はない_

分からない

誓

元 年 6 104 21 57

2年 14 2 122 29 56

3年 11 9 103 18 61

元年% 3.2 55.3 11.2 30.3

2年% 6.3 0.9 54.7 13.0 25.1

3年% 5.4 4.5 51.0 8.9 30.2

採用する

予定はな

既に採用

す く'にで も

したい

(%)

4.5

平成元年度(回 答188社)

平成2年 度(回 答223社)

平成3年 度(回 答202社)
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②提供内容
複数回答 平成3年 度(回 答25社)

FTAM MOTIS/MHS TP ODA/ODIF RDA OSI管 理 その他

3年 5 7 3 0 0 3 1

3年% 20.0 28.0 12.0 0 0 12.0 4.0

FTAM

MOTIS/MHS

TP

ODA/ODIF

RDA

OSI管 理

その他

0 10 20 30 40 50 60 70 80

(%)

90100

-ルノー/■■ノ///ノ,,///'/■,z//'/

§

§ ・

〉
平成3年 度(回 答25社)
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27.EDIサ ービスの実施状況 －EDIに 対する認識とその普及が着実に進展 －

EDIサ ー ビスの実施状況は、 「実施中」が19.8%、 「実施予定」が&4%と なっており、ネッ トワークサ

ー ビス事業者のEDIサ ービスが着実に進展 していることが伺われる
。また、 「分か らない」と回答 した事業

者が毎年減少(44.9%→36.9%→27.9%)し ており、徐々にEDIの 普及 ・啓蒙が進んでいることが推定でき

る。

一方
、EDIサ ー ビスの内容は、 「国内の同一業界内」が54.8%、 「国内の複数業界間」が46.8%、 「国内

及び国際間」が19.4%と 全体的に回答者数 も比率等 も増加 している。

また、EDIフ ォーマ ットの規格に関 して は、JCA標 準、全銀協の標準が主流 となっているが、電子機器

製造業のEIAJ標 準、EDIFACTが 微増 している他、今回の調査では、CII標 準 について も3社 が採

用を予定 している。

①EDIサ ービスの実施状況

実施中

口

実施予定
(時期未定)

実施予定
(時期決定)

修

サービス提

供の予定な
し

サービス提

供について
分からない
ぶ

2年 38 20 0 94 89

3年 47 20 5 99 66

2年% 15.8 8.3 0.0 39.0 36.9

3年% 19.8 8.4 2.1 41.8 27.9

平成2年 度(回 答241社)
平成3年 度(回 答237社)

(3年 度)

実施中(%)

実施予定(時 期未定)

＼ 実施予定(時 期決定)2 .1
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②EDIサ ービスの内容

2年 % 3年 %

国内の同一業界内 □ 21 50.0 34 54.8

国内の複数業界間 17 42.5 29 46.8

国内及び国際間 修 7 16.7 12 19.4

その他 1 2.4 0 0.0

(複数回答)

平成2年 度(回 答対象58社(実 施中 ・予定),回 答42社)

平成3年 度(回 答対象67社(実 施中 ・予定),回 答62社)

(%)
100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

(3年 度)

8a4

●

膨
〉

845

そ

の
他

国
内
及
び
国
際

間

国
内

の
複
数
業

界
間

国
内

の
同

一
業
界
内

③全売上高に占めるEDIサ ービスの売上高の割合 ④EDIを 利用 しているユーザー数
(契約数)

2年 % 3年 % 2年 % 3年 %

0% 2 7.7 0 0 10未 満 5 20.0 0 0.0

5%未 満 22 84.6 18 72.0 20〃 4 16.0 3 12.0

10%〃 0 一 2 8.0 50" 6 24.0 3 12.0

20%〃 2 7.7 5 20.0 100〃 1 4.0 4 16.0

30%〃 0 一 0 0.0 200" 2 8.0 2 8.0

40%〃 0 一 0 0.0 500〃 4 16.0 2 8.0

50%〃 0 一 0 0.0 1000" 2 8.0 7 28.0

50%以 上 0 一 0 0.0 5000" 1 4.0 4 16.0

平成2年 度 回答対象38社(実 施中),回 答26社
巫ぱq在 府 回答対象47粁(実 施巾)回 答25ネ十

5000以 上 0 一 0 0.0

平成3年 度 回答対象47社(実 施中),回 答25社
平成2年 度 回答対象38社(実施中),回答25社
平成3年 度 回答対象47社(実施中),回答25社
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④EDIの"デ ー タ交換 ・フ ォーマ ッ ト"の 規 格

2年 % 3年 %

米国標準(ANSIX.12)□ 10(4) 18.9 9(4) 13.6

国際標準(EDIFACT=ISO9735) 10(4) 18.9 15(9) 22.7

業界標準(日 本電子機械工業会の標準フォーマッ ト=EIAJ)ぶ 13(2) 24.5 18(4) 27.3

業界標準(日 本チェーンス トア協会の標準 フォーマ ッ トJCA)iiii 34(9) 64.2 46(11) 69.7

業界標準(全 国銀行協会連合会の標準)修 10(1) 18.9 32(11) 48.5

CII標 準(JIPDEC産 業情報化推進セ ンター作成)
一 一 5(3) 7.6

その他i≡ 9(3) 17.0 9(3) 13.6

3年 度

(複数回答)

平成2年 度 回答対象58社(実 施中 ・予定)
回答53社

平成3年 度 回答対象67社(実 施中 ・予定)回 答66社
〔注〕()内 は提供予定

50

40

30

20

10

0

そ

の
他

C
I
I
標
準

全
国
銀
行
協
会
連
合
会

の
標
準

日
本

チ

ェ
ー

ン
ス
ト

ア
協
会

の
標
準

日
本
電

子
機
械

工
業
会

の
標
準

国
際

標
準

米
国
標
準

一52一



28.ISDNサ ー ビスの影響 ・利用 一 事業展開に積極的利用、ISDNサ ー ビスが本格化 －

INSネ ット64の サービスの利用状況をみると、 「既に利用」が45.4%で 昨年の28.3%か ら着実に増加

してお り、その利用の用途 も基幹回線(2&0%)、 足回り回線(57.0%)と しての利用が増え、ISDNサ

ービスが本格的に動 き始めたことがうかがわれる。

一方
、INSネ ット1500のサー ビス利用状況をみると、回線交換9社 、パケッ ト交換2社 の企業が利用を

始めており、 「予定がない」が昨年の135社 から87社 へと減ってきている。その利用の用途について も

バ ックア ップとしての利用(41.0%→50.0%)が 増えっつある。

一方、事業に与える影響 については、事業展開に好影響(54.1%)、 悪影響(5.6%)と もに若干減 って

いる程度で、全体的な傾向は昨年とあまり変わらない。

①INSネ ッ ト64の サー ビス利用(回 線交換)

既 に 利 用

口

利用する予定 予定 はない

修

2年 62 76 81

3年 79 32 63

2年% 28.3 34.7 37.0

3年% 45.4 18.4 36.2

既に利用 ・利用予定 2年 % 3年 %

基幹回線 口 28 21.9 28 2&0

足回り回線 64 5α0 57 5τ0

バ ックア ップ 修 34 2仕6 26 26.0

その他 ■ 14 1α9 12 120

(複数回答)平 成2年 度回答128社
平成3年 度回答100社

平成2年 度(回 答219社)

平成3年 度(回 答174社)

3年度(%)
100

50

0

そ

の
他

バ

ツ
ア

ッ
プ

足

回
り
回
線

基

幹
回
線

(%)
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②INSネ ッ ト1500の サービス利用(回 線交換)

既 に 利 用
口

利用する予定 予定はない
修

2年 0 66 135

3年 9 26 87

2年% 0.0 32.8 67.2

3年% 7.4 21.3 71.3

3年度

平成2年 度(回 答201社)
平成3年 度(回 答122社)

(%)

既に利用 ・利用予定 2年 % 3年 %

基幹回線 口 21 34.4 11 3仕7

足回り回線 16 2仕2 7 2a3

バ ックアップ 修 25 41.0 15 5α0

その他 ■ 3 49 2 a7

100

50

0

(複数回答)平 成2年 度 回答61社
平成3年 度 回答30社

そ

の
他

、、

ッ
ク

ノ

ア

ツ
プ

足
回
り
回
線

基
幹
回
線

(%)

③INS-Pの サ ー ビス利用(INSネ ッ ト64)

既 に 利 用
口

利用才る予定 予定はない
修

2年 14 86 111

3年 44 34 67

2年% 6.6 40.8 52.6

3年% 30.3 23.5 46.2

平成2年 度(回 答211社)
平成3年 度(回 答145社)

(%)

既に利用 ・利用予定 2年 % 3年 %

基幹回線 口 16 1&0 24 34.3

足回り回線 58 652 38 543

バ ックアップ 修 9 1α1 7 100

その他 ■ 7 τ9 7 1α0
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④INS-Pの サ ー ビス利用(INSネ ッ ト1500)▽

既に利用 利用する予定 予定はない 既に利用 ・利用予定 2年 % 3年 %

2年 度 一 一 一 基幹回線 口
一 一 7 41.2

3年 度 2 18 93 足回り回線 一 一 5 294

2% 一 一 一 バ ックア ップ 修 一 一 6 353

3% 1.8 15.7 81.0 その他 ■ 一 一 1 5.9

与⊥

平成2年 度(複 数回答)回 答 社
平成3年 度(複 数回答)回 答113社

既に利用1.8

～

100

50

0

平成2年 度(複 数回答)回 答0社
平成3年 度(複 数回答)回 答17社

そ

の
他

、、

ツ
ク

ノ

ア

ツ
プ

足
回
り
回
線

基
幹
回
線

(%)

⑤ISNDサ ー ビスの情報ネ ットワークサービスに与える影響

取り込む
(好影響)
口

事業展開
に悪影響

あまり

関係ない
修

わから
なS

2年 137 15 35 43

3年 106 11 37 42

2年% 59.6 6.5 15.2 18.7

3年% 54.1 5.6 18.9 21.4

平成2年 度(回 答230社)

平成3年 度(回 答196社)

平成3年 度
(%)

.w

ii熟 ミ難:1,1
::i:§

21.4

1欝
欝 ～

56～

悪影響

び

取 り込む
(好影響)

54.1
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補 足 資 料

1.従 業員数

2.接 続端 末総台数

3.ユ ーザー総数

4.ア クセスポイ ン ト数

5.資 本金規模 と業種構成

6.資 本金規模





1.全 従業員数

5

人
未満

10

人
未
満

20

人
未
満

30

人
未
満

40

人
未満

50

人
未
満

100

人
未
満

300

人未

満

500

人
未
満

1
千
人
未
満

3
千人

未
満

1
万
人
未
満

易
人
未
満

5
万
人
以
上

全従業員数 14 22 30 12 15 7 24 56 17 16 22 13 5 4

% 5.5 8.6 11.7 4.7 5.82.7 9.3 21.8 6.6 6.2 8.6 5.1 1.9 1.6

平成3年(回 答257社)
(%)

0

0

0

0

0
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接続端末総台数
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台
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1
台
未
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♀
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去
台
未
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易
台
未満

島
台
以
上

2年 7 6 10 18 14 24 33 25 24 12 8 11 9

% 3.5 3.0 5.0 9.0 7.0 11.9 16.4 12.4 11.9 6.0 4.0 5.5 4.4

3年 5 6 7 15 15 22 27 21 24 12 11 9 6

% 2.8 3.3 3.9 8.3 8.3 12.2 15.0 11.7 13.3 6.7
6.1 5.9 3.3

(平 成2年 回答20

(%)(平 成3年 回答18
0

0

0

0

0
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3.ユ ーザ ー総 数
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未
満
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未
満
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未
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100

未
満

200

未満
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1
千
未満
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千
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5
千
未
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1
万
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5
万
未
満

5
万
以
上

2年 29 13 15 26 24 28 31 18 12 3 6 7 0

% 13.7 6.1 7.1 12.3 11.3 13.2 14.6 8.5 5.7 1.4 2.8 3.3 0.0

3年 16 14 14 27 24 19 29 14 17 7 5 9 1

% 8.2 7.1 7.1 13.8 12.2 9.7 14.8 7.1 8.7 3.6 2.6 4.6 0.5

平成2年(回 答212社)
平成3年(回 答196社)

一
一

日[[ ll [[[一 川
5
万
以
上

5
万
未
満

1
万
未
満

5
千
未
満

3
千
未
満

1
千
未
満

oo
未
満

500
未
満

200
未
満

150
未
満

20
未
満

10
未
満

5
未
満

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

4.ア クセ ス ポ イ ン ト数
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未
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未
満
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千
未
満

♀
未
満

♀
以
上

2年 102 21 14 11 9 12 17 8 2 0 0 0

% 52.1 10.7 7.1 5.6 4.6 6.1 8.7 4.1 1.0 0 0 0

3年 80 20 11 9 5 12 15 10 1 2 1 0

% 48.2 12.0 6.6 5.4 3.0 7.2 9.0 6.0 0.6 1.2 0.6 0

平成2年(回 答196社)
平成3年(回 答166社)
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5.資 本金規模 と業種構成

農
林
・水

産
業

建
設
業

製
造
業

流
通
業

金
融
業

物
流
業

情
報
産
業

亨

妄
業

;
他

計

1千 億円以上 5 1 0 6

200億 円～
1千 億 円未満 3 0 2 1 6

50億 円～
200億 円未満 1 3 0 0 7 ll

10億 円～
50億 円未満 0 0 4 1 1 25 0 31

1億 円～
10億 円未満 0 2 3 4 71 0 5 85

1億 円未満 1 7 83 4 2 97

計 0 12 18 1 7 187 4 7 236

(「 資本金」 と 「業種 」双方 に回答の ある企業数236社)
6.資 本金 規模

1億 円
未満

1億
～

10億

円未満

10億
～

50億

円未満

50億
～

200億

円未満

200億
～

1千 億
円未満

1千 億

円以上

無回答

計

全体誓 109 91 31 13 8 6 23 281

% 38.8% 32.4% 11.0% 4.6% 2.8% 2.1% 8.2% 100

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

_一 、

≡≡'_
≡ ≡
≡ ≡

≡ ≡≡≡"≡ ≡一 一
≡ ≡≡ ≡一 一

1億 円
未満
1億 ～
10億 円
未満

50億 円200億 円1千 億

未満 未満 円未満

10億 ～50億 ～200億 ～1千 億 円 無回答
以上
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各 種 意 見

D

カ

①

勾

(5)

(6)

OSIに つ いての期待 ・問題点 ・要望な ど

ISDNに つ いて、今後の利 用用途 とその影響

ビジネスプ ロ トコルの標準化にっいての意見 ・要望な ど

情報 ネ ッ トワー クサー ビス事業の今後 の市場展望 ・

新 しい通信媒体 の利用 ・今後の事業展 開の方 向性 ・

ダウ ンサ イジングの進展 によるイ ンパ ク トな ど

事業を進 めて い く上での政策的支援の要望 な ど

情報 ネ ッ トワークサ ー ビス事業 を進 めてい く上での問題点 ・要望な ど





今回の実態調査では、以下(1)～(6)の質問 にっ いては各種意見(記 述 回答)が 寄せ られて

お り、 これ らの意見 につ いて整理 し、 とりまとめることと した。

(1)OSlに つ いての期待 、導入 にあ た っての問題点、及び今後 の普及 にあた っての意見

・要望等あ りま した ら、 自由にお書 き下 さい。

マルチベ ンダー環境 下において、 ユーザ ー及びネ ッ トワー ク事業者双 方に とって、

メ リッ トの あ る標準 プロ トコル と しての期待が高 いが、導 入 にあた っての製品不足、

コス トア ップ及 び接続性の保証の問題が指摘 されている。

そ して、 これ らを解決す るため に、 メー カー間の壁、思惑 の排除 や普及 を促進す る

ための政策的支援や、既 存プ ロ トコルか らの簡易な移行 ツールの提供 を要望す る声が

あ る。

〔期待〕

・マ ルチベ ンダー環境 におけ る、標準 プロ トコル と して最有 力であ る。積極 的にサポー ト

して い く。

・OSIの 普及 によ り企業間情報処 理サー ビスが導入 し易 くな る。 もっと普及促進す る必

要 があ る。

・OSIが 提 されてか ら10年 以上が経過 したが、いまだにユ ーザーが積極 的にOSIを 導

入で きる状況 に至 って いない。 しか し本格的 にOSIが 採用 されればユーザーはメーカ

ーの戦 略に左右 され る ことな く、マルチベ ンダーの製品を 自由に組み合わせた理想的な

情報 システムの構築が可能 にな る と考え る。

〔導入に あたっての問題点〕

・メーカー、業者 により、OSI規 程の解釈が異 なり、つなが らない等の問題 も発生 して

い る。

・まだOSI製 品は高価 だ とい う意識が ある、普及を促す ための政策 的支援が必要。

・アプ リケ ーシ ョンの数 が少 ない。

・現有資源 を捨て全て新手順に変更 す るのは難 しい。
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〔今後 の普及にあた っての意見〕

・他 のネ ッ トワー クを経 由 して、国際間で端末 間通信をす る場合 に、同一 プ ロ トコルであ

って も接続で きない ことがあ る。 プロ トコルの一層の標準化が望 まれ る
。

・異 なるメーカーで の相互接続性が本当 に保証 され るのか
。 メーカー ごとの癖を排除で き

るのか。

・メーカーの思惑 があ り早急 には進み に くいので はないか
。

・従来 のメーカー個有
、業界個有の通信 プロ トコルか らの移行 ツールの提供。
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(2)ISDNに つ いて、今後の利用用途 とその影響についてどの様 にお考えで しょうか。

自由にお書 き下 さい。

(1)ISDNに 関す る期待 と不安

全体 と しての評価 は、 当然の ことと して好感 ・期待す るとい った ものが大部分であ

り、内容的 には、①高速 ②大容量 ③ 高品質 ④サー ビスの多様性 ⑤経済性な ど

が期待 されて いる。

一方、不安 とす る意見で は、①端末機器、特 にTA(タ ー ミナル ・アダプタ)が 高

価 ②提供地域が全国 に展開 されていない ③投資が既存 の システムに対 して二重 と

な る ④個人 ・家庭用 と して は回線使用料が高価な どを指摘 してい る。

上記 のよ うな理 由か ら、ISDNの 普及 は比較的 ゆっ くり進む、 と予想す る意見が

多 い一方で 、景気 の回復次第で は92～93年 にかけて一気 に普及す るだ ろうとの見方 も

ある。

(2)利用用途 と利用形態

利用用途 は、当面 データ伝送が殆 どであるが、音声 ・画像 ・テ レビ会議 などのニー

ズ もある。 また、利用形態 として は、足まわ り ・アクセス回線 と して使用 したいとい

うものが多 いが、基 幹回線 ・バ ックア ップ回線 と して という回答 も既 に使用 して いる

ケースでは、かな りみ られ る。

(3)その他

その他の意見 として は、障害時の影響 の、広範囲化 とその対応 、VAN事 業者 との公

正競争の確保、国際ISDN構 築のための諸外国の情報 の提供 な どを希望す る ものが

あ る。

〔期待 と不安〕

・高速かっ広帯域化す る通信サー ビスによ って、ユ ーザーの利用で きるサー ビスが飛躍 的

に広が る。 こう したサ ー ビス範囲の拡大によ って市場が喚起 され情報サ ー ビス市場が拡

大 される ことを期待す る。

・ネ ッ トワー クの高機能化 、高速化 にとって必要。 ただ し投 資額 も大 き くなる為慎重に取

り組みたい。
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・通信 コス トの削減
、新サー ビスへの対応等電気通信の利用 を考えた場合 、今後不可欠な

もの と思われ る。

・基本料 と しては低価 だが
、実際の使用料 と しては高価にな って くるよ うに思 う。但 し、

今以上 のス ピー ド化 は図れる。

●当社 の営業 区域(県 内各市町村)で
、 いつで もす ぐに利用可能 な状態 にな らないとIS

DNの システム上 メ リッ トは無 い。

〔用途 と形態〕

・ユ ーザ ーの アクセ ス回線 と して積極 的に取 り込んで行 く
、 また基幹部分の回線あ るいは

バ ックア ップ回線 と して も国内に限 らず国際間で も利用の予定
。 ネ ッ トワーク全体の品

質、信頼性向上に役立っ もの と考 える。

・足回 り回線 の高速 化、ネ ッ トワー ク幹線 のバ ックア ップに利用 して い く。特 にLAN間

接続 には高速度 ・安価 ということで メ リッ トがある。

・音声 やCADデ ー タなど
、現状で は通信時 間や料金の面でVAN化 が困難 な もの もIS

DNの 利用 によ りサー ビスの対象 にな る。特 に製造業関連で は、企業間での図面 の授受

も多 く新 しい事業分野 と して期待で きる。

・音声 や画像の伝送 もさることなが ら
、 当面 は トラ ンザ クションデー タの大量送信等、通

信速度 に対す る物理的な面か ら活用 されて い くので はないか と思 われ る。

・ホームセキ ュ リティ ・シ ョッピング
、在宅医療等、家庭、個人 と双方 向通信での情報処

理サ ー ビスが拡大す る。

〔その他〕

・ISDNに ついては、例えばNTTのINS回 線 の障害時の対応の不明瞭等不明確 な部

分が多 いので早期 に明確化 して ほ しい。

・ISDNを 利用 した新たな付加価値サ ー ビスがVAN事 業者 に
、第一種事 業者 と同等 な

ビジネスチャ ンスが与え られ るべ きであ る。VAN事 業者のネ ッ トワー クとISDNが

対等 な立場で接続 され ることが必要 であ る。

'国 際間でのISDN利 用 に際 し
、各国のユーザー網 イ ンター フェース、TAの 認定品等

の情報が不足 してい る。ISDN(ネ ッ ト64)で の詳細課金情報料金請求 に工夫がほ

しい。(2B+Dの チャ ンネル毎の請求明細等)
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(3)"ビ ジネ スプ ロ トコル"(注5)の 標準化につ いて貴社 のご意見 ・ご要望 をお聞かせ

くだ さい。

ビジネスプロトコルの標準化は、基本的に重要であり、できるだけ早い実施を期待

する旨の賛成意見が多い。一方、条件付での賛成者も多数見 られる。

具体的には、①世界の標準化動向を考慮せよ、②電子取引を巡る関係法規の整備及

び標準化の推進を官主導で行え、③標準化に早く対応せよ、④業界別に統一せよ、⑤

業界を超えて統一せよ、⑥技術動向、従来の規格、標準化のレベルなどと新標準との

整合を考慮せよ、などである。

さらに、各企業、団体での具体的な標準化推進にっいての意見も散見される。ビジ

ネスプロトコル標準化が総論としての議論から個別的、具体的な動きになっているこ

とを窺わせる。

〔条件 付き賛成〕

①世 界標準 を考えて

・国の標準化 につ いて は国際間の標準化の動向を見 きわめた上 で進 めて ほ しい。

②法的整備 を

・業務運用上 の問題 として、商法 ・税法 との関連によ りデータ交換 の電子化の範囲が限定

され る場合がある。 また、商取 引上、文書 として残 す必要があ るものと電 子化が認め ら

れて いる もの との区別 が明確 にな っていない。今後 、行政 レベルでの調整をお願 い した

い。

③標準 に従 った早 い対応を

・プ ロ トコルの標 準化あ るいは、その レベルア ップに対 し各プ ロバ イダーの対応 を早 くし

てほ しい。

④ 業界別に統一を

・業界 ごとにデータコー ド、伝送 フォーマ ッ トの統一 と、出力書式の統一を推進 して ほ し

い。
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⑤ オープ ン指 向で(積 極的 に)

・各業界での標準が決 め られているが
、実状 は各ユーザー(大 手)で 個有 とな ってお り、

もっと開かれた標準化が必要で ある。共通 的に使用で きる手 順、標準化 が必要 だと考 え

る。

⑥諸条件を考 慮 して慎重に

・将来の技術 革新で適用範囲 も広が る ことを見込ん で
、整合性 を考慮 し、長期 に使用で き

る標準化を進 めてほ しい。

・銀行業(全 銀協)
、小売業(チ ェー ンス トア協)、 製造業全 体(JIPDEC)、 組立 、

部品 メーカー(EIAJ)な どいろいろな レベ ルの標準が既 にあ るが、標準 を推進す る

場合 は、同 レベルで行 ってほ しい。

⑦特定の標準 を推進せ よ

・CII 、JCA-H手 順 の早期普及が待 たれ る。

・医療におけ る患者 デー タ交換で は
、現在 データフ ォーマ ッ トの標準化 は されていない。

当面TTYに よ る端末側処理 に依存す る。

臓器移植等 緊急性 を要 す るネ ッ トワー クで は種 々の生体情報 の処理/伝 達 を含めた国際

的なプ ロ トコルが必要 と考え る。

・特に家庭、個人 を ビジネスの中に取 り込む場合 には、使 いやす い何種類か のプロ トコル

を認定 プロ トコルと して利用者の為に標準化 してお く必要 はあ ると思 います。

標準化が必要であ り、 当社の強力な リー ダー シ ップが望 まれ る。
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(4)わが国の情報 ネ ッ トワークサ ー ビス事業 に関する今後の市場展望(市 場 の伸び、競 合

など)に ついて、どの様 にお考 えで しょうか。

また新 しい通信媒体 の利 用(衛 星通信 ・移動体通信等)、 個人 、家庭への拡大、今後の事

業展開の方 向性、及び最 近 の急速なダ ウンサイ ジングの進展 によるイ ンパ ク トについても

ご自由にお書 き下 さい。

(1)今 後の市場展望

市場 の伸 びにっいて は、 「伸び る」 という意見が圧倒 的に多 い。

伸び る理 由と して は、

・通信 、金融の 自由化 による通信市場の増 大

・個人ユーザーと移動体通信の進展が事業拡大に寄与

・音声、データ、画像 を含めた国際VAN市 場が、供給対地 国拡大 とあい まって

進展す る

・企業 間の ネ ッ トワークサー ビス利用が益 々増加す る

な どが挙 げ られ る。反面、少数意見で はあ るが、業界環境や経 済環境 の悪化 に伴い

VANサ ー ビス市場 は鈍化す るとい う意見 もあ った。

一方
、競合にっ いて は、 「市場 は伸 びるが、競合 も激化す る」 とい う見方 が多 い。

また、あ ま りに も事業者 が多 す ぎかっサー ビス価格が安 い為、事業 にな っていない、

需要 はあるが事業採算性 が悪 く、いず れ事業廃止 ・統合 の動 きが 出る と予想 され ると

いう厳 しい意見 もあ った。

(2)新 しい通信媒体の利用、個人 ・家庭への拡大

新 しい通信媒体の利用 として は、移動体通信に期待す る意見が多か った。移動体通

信利用 によ るデータ伝送 や個人 ・家庭への情報サー ビスの提供 などで ある。 また、衛

星通信を含めた情報 ネ ッ トワー クのニーズが 出て くるとの意見 も幾つ かあ り、新 しい

通信 メディアに対す る事 業者 の期待 は少 な くない。

個人 ・家庭へのネ ッ トワー クサー ビスの拡大 につ いては、いずれは有望市場であ る

ものの、ハ ー ドと通信 コス トが当面 の課題 とす る意見や、採算性 は不透 明、 まだまだ

普及 に時間がかか るとい う意見が多か った。
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(3)ダ ウンサ イジングの進展 によるイ ンパ ク ト

ダ ウンサ イジングに関 した意見 は大変多 い。最近 の トレン ドで もあ り、関心の高 さ

を示 して いる。ダウ ンサ イ ジングで、 コス トパ フォーマ ンスが向上 し、市場が拡大す

るとの見方が多いが、 中には必ず しも情報 ネ ッ トワー クサー ビス とは関係がない もの

もあ り、新 しいものな ら何で も関連づ けて取 り込 もうという事業者の側面 も見え る。

(4)その他

その外、今後 の事業の方向性や事業者 と しての課題、要望等多 くの意見が寄せ られ

て いる。

・まだ当該事業 は伸 びて い く。特に個人ユ ースが移動体等の進展 によ りその増加 に大 き く

寄与 して行 くことにな ると思われ る。事業者の間の競争 も激化す る ことが予想 され厳 し

い状況 にな る。

・通信、金融の 自由化等 によ ります ます通信市場 は増大す る。

・VANサ ー ビス市場で は業界環境/経 済環境の悪化 にと もない鈍化す ると思われ る。

移動体通信等にっ いて は接続 メニ ュー と して対応す る予定。

・今後 の情報ネ ッ トワークサー ビス市場 は、増々拡大 して い くと思 う。 しか し、例えばN

TTとNCCの 間に激 しい料金下 げ競争が見 られ る様 に多方面 に渡 る競合が起 こって く

るのであ ろう。 そ して、市場の伸 び以上 にユーザーの多種多様 なニ ーズ に応 える必要が

出て くると思われ る。

・特別第二種事業者 にとっての状 況の国際通信事情 は、 いまだ未成熟であ るうえに、多事

業者の市場参入で 当面の間 ます ます激 しい競合 が続 くと思われる。

長期的 には、音声 データ、画像を含め た国際VAN市 場 は、供給対地国の拡大 とあいま

って着実 に進展す る。

・通信 ネ ッ トワー クは今後 ます ます拡大 され、かっ高度化 され る。 しか し、事業者 と して

は第一種業者の大幅な通信料金の値下 げにより第二種業者の リセイラーはかな り苦 しい

状況 となって いる。 この よ うな状 況か ら見れば、関係官庁 も公事 の解禁 やキ ャ リァズ レ

ー ト等の政策を実施 して、公正な競争の実現を図 って頂 きた い。
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・全体 として情報 ネ ッ トワー クサー ビス事業の市場 は今後 も伸び ると考え られ る。 とりわ

け付加価値 の高 いネ ッ トワー クが出現 し事業者 間の競合が進む もの と思 われ る。移動体

通信利用 によ るデータ伝送 、個人、家庭への情報 サー ビスの提供、ダ ウンサイ ジングに

よるLAN、WANの 発展が本格化す ると考 え られる。

・今後市場の伸 びる分野 と しては、EDIの 他 、SIやSOと い った システ ム全体 をと り

ま とめて いる力が問われ る分野(ユ ーザーに対す るコンサルテ ィング力等)が あげ られ

る。又、 ダウ ンサ イ ジングによるVANシ ステムの活用や移動体 に対す る情報提供 と言

ったサー ビスが伸 びる見込みがあ る。

・軽…軽 くシステムが構築で きる。

簿… うす いマニ ュアル

短…開発期 間の短縮化

小…小型機種 での システム化が、 キーワー ドである。

・NTTとNCCの 回線料金 の競合 によ り専用線 リセールだ けで は リセールネ ッ トワーク

料の粗利(売 上 一経費)は 無 くな ると思われネ ッ トワー クサー ビスが減少 し、ユーザ ー

層 にあ った リセ ールを提 供す る事 を続 けるの は難 しいと考 えます。

・市場 につ いて は大 いに伸 びるであろ うが その技術の吸収にっいてはメーカー等 に振 り　

され た り、新 ツール(手 法な ど)を 探す のに苦労 し競争 も一段 と激化す る と思 う。ダ ウ

ンサイ ジングにっ いて もその傾向 は増 々高 まると思 うが、暫 くの間は様 々な形態が出現

し何 が本 当の型 か定 まるまで に色 々な状況の体験をする必要 があ るだろ う。

・情報 ネ ッ トワー ク事業単独の事業 とみ ると、採算性、利益 にっいて、悲観 的な思 いであ

る。 ビジネスで な くボラ ンティアであ る。今後の拡大、展開 につ いて も、上 記の点が改

善 されない限 り新 しい ビジネス とい う意識が出て こないと思われ る。

・情報 システム部 の独立 によ る、同業者の増加が考え られる。 ダウ ンサ イジ ングによ り自

分で家庭 レベルで業務処理 が可能 となる。

・国際標準X .400(MHS)に よ る相互接続の メ リッ トが理解 されてお り、 これ に基づ く

業務用電子 メールの需要 が高 まって きて いる。 またこのX.400の 上 にの るEDIが 西欧

や米国での利用が増加 してい るため、 日本 に も影響 して くるで あろ う。更 に各企業が構

築 して いるLAN上 の企業内の メール システム と外部の公共電子 メール システムとの接

続 による国内 ・外 との メール及びデー タ交換の需要が増加 しよ う。
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・通信回線料金の大幅 な低下 によ り
、第二種事業者 に とって は非常 に厳 しい環境 にな って

きて いる。一方、上 に述べ られた よ うに情報通信及 び コンピュー タ技術 も大 き く変化 し

て お り、 これ らの技術 をいかに摂取 して い くかが大 きな課題 であ る。

・情報取得の効率化 とス ピー ド化 とい う時代の要望 か ら情報 ネ ッ トワー クサ ー ビス事業 は

急速 に増大す ると思 う。事業展開 にはかな りの設 備投 資が必要 であ り、採算面で も難 し

い点が多いが、将来の発展性 とい う観点か らス ター トす る場 合が多いよ うに見 うけ られ

るので、今後 もかな りの競合が予想 され る。 また、利用 形態 や アプ リケー ションによっ

ては衛星通信 の利用、個人へのサー ビス もお もしろいと思 うが、最後 は情報 に対す る価

値 感によって方向 と発展ス ピー ドが決 まると考 え る。

・ネ ッ トワー ク事業 に関す る市場 は順調 に伸 びると思 います
。ただ し、各ネ ッ トワー ク間

の接続が重要 な課題 にな ると思い ます。 よ り便利な物へ と レベル ア ップす ることは間違

いないので はと思 います。

・当然ネ ッ トワー クサ ー ビス事業 は拡大 してい くもの と確信 して います
。 また、当社 と し

て は、その中にあ って移動体通信を研 究中であ り、ニ ーズの掘 り起 こしを したい と考 え

て います。 さらに、ハ ー ドウェア環境 もダウンサ イ ジングによ りコス トパ フォーマ ンス

が高 くな りつっあるので、市場展望 と しては今後、大 きく伸 びて行 くもの と考えます。

・我が国で未開拓 の市場 と して は
、情報 ネ ッ トワー クサー ビスが もっとも有望な もの と考

え られている。 したが って この分野 は、 ます ます新規参入が あ り、競争 は激烈 にな るも

の と予想 されてい る。現在赤字の事業が黒字転換す るためには見通 し以上 に時間がかか

ると思われ る。また現在黒字のサ ー ビス もいっ赤字 に転落す るか分か らない状況であ る。

政府 と して、十分 な業界支援策が必要であ る。

・パ ソコ ン通信サー ビスの加入者 は今後 益 々増加す る もの と考 えてい る
。 また、パ ソコ ン

通信サー ビスの3つ の機能で ある。 コ ミュニケー シ ョン(情 報交 換)、 イ ンフ ォメー シ

ョン(情 報提供)、 トラ ンザ クション(電 子取 引等)に っ いて も今後 さまざまな形態の

サー ビスが とられ るよ うになると考え られ る。

・当社 はテ レマーケテ ィング事業 を営んでお り
、情報 ネ ッ トワー クサー ビスを独 自の事業

と して展開 され るので はな く、業務処 理の高度化、顧客 サー ビスの向上 をね らいと して

補助的に考え ます。電話だ けの利用でな く、EDIサ ー ビスや クライア ン トの データベ

ー スへの接続
、交換等、 クライア ン トニーズによ り近 い形で対応 す る為の研究 は継続 し

な くてはな らないと考えてお ります。
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・ATMの 導入 によ るマルチ メデ ィア対応の ネ ッ トワークサー ビスの早期実現。

・NTTの しめっ け(例Q2業 者へ5ヶ 月後 との基本契約のや り直 しを強 いた り、料金回

収 を トラブル発生時に はただ ちにやめた り)(新 電 々3社 に対 す る回線料 の実質的値下

げを迫 った り)が ある為、新 しいサ ー ビスは今後 出に くい と思われ る。

・極めて近 い将 来(今 後3～4年 以内)に サテ ライ ト通信を使 った個人、家庭への情報サ

ー ビス業 は、医学特 にヘ ルスケア関係 の情報、教育 、個人向経済情報 、旅行情報サー ビ

スな どでパ ソコン通信を使 った市場 が形成 され る。INSネ ッ トは主力 とな り、パ ソコ

ンを使 ったデ ジタルマル チメデ ィア情報サー ビス業 は雨後 の タケ ノコの様 に設立 され る

と思われ る。(既 にNTTの ダイヤルQ2サ ー ビスが その先端 を示 して いる)。

・近年 は安価なPCモ デムが販売 されて お りネ ッ トワー ク構築 においての端末問題が従来

と比べて軽減 されて きてい るほか、 コ ンピュータ等の機械 ア レルギー性人 間の減少によ

り情報 ネ ッ トワークの市場 は大 き く伸 びるもの と考え られ る。 しか し地方 における年令

別人口及び、所得水準を考え ると個人家庭への拡大 にはまだ時間がかか る。 この為簡易

な操作で利用で きる安価 な端末での普及推進を計 る必要性が ある。

・移動体通信 とコ ンピュー タ端末 を組 み合 わせて、24時 間 いつで もどこで も通信可能 な シ

ステムが普及 し、 トラ ック、 タクシー、バス等の交通機関 に適用 されてい く。 ダウンサ

イ ジングの進展 につ いて はハー ドウ ェアの販売価格が 下が りベ ンダー側 にとって は収益

性 の悪 化にっなが る恐れが ある。 この ため、高付加価値サー ビスを提供 してい く必要性

が高 くな る。

我が国の情報 ネ ッ トワー クサー ビス事業 はあ まりに も事業者が多す ぎ、 かっサー ビス価

格が安 い為事業 にはな っていない。他の事業 との抱 き合わせ によ って採算 を とろうとす

る為、事業 のサー ビス事業が手段 とな っている例が多い。需要 はあ るが事 業の採算性が

悪い為、いず れ事業廃止、統合の動 きが出 るもの と予想 して いる。

・ネ ッ トワー クサー ビスは フラ ンチ ャイズ及び夜間ネ ッ トと して伸 びて い くと思われ る。

ただ し、個人、家庭 においては、通信 プロ トコルのスタ ンダー ド不在、及 び課金 、操作

の複雑 さよ り伸 びなやむ と思われ る。例外的 にNTTの エ ンジェル ノー トの よ うな物 が

生 き残 ると感 じる。

・現在 のサー ビス形態 はホ ス ト中心 の ネ ッ トワー クであ るが、今後 のサー ビス形態 と して

ダウ ンサイ ジング方式を真剣 に検討 して いきたい。
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・全世界 をケーブル接続 していて も良 いが衛星 に よる通信への期待が強い
。但 し、プライ

バ シー保護 とし信頼性が問題 だと思 う。 ダウンサ イジングは一体 どこまで進むのか予想

がっかないがパ ソコンに関 して はキーボー ド入力の限界が あるため、 ほぼ最小 となった。

機能 的には各メーカー とも同様 なので デ ィスプ レイとソフ トで選択す ると思 う。

・当社 は個人、家庭へ のパ ソコン通信 を介 した情 報提供 を業 と し、先ず遊 びの提供 と して

ゲームをパ ソコン通信 を介 して楽 しむサー ビスを始めた。最 もネ ッ トは通話料の遠近格

差であ り、情報通信 のイ ンフラと して現在 の料金体 系は時代遅れであ り、全国を3段 階

位 に見 直 して頂 きたい。

・企 業間のネ ッ トワー クサー ビス利用 は益 々発展 す る事 は容易 に想像で きるが
、 この発展

を円滑 に進 めてゆ くためにも標準 プ ロ トコルの設定 、機能 メーカーの標準化への対応の

更 な る推進が求め られるのではないか。 ダ ウンサイ ジングにっ いて は提供す るサー ビス

の規模 内容で対応が大 きく変わ る と推量す るが需要 に迅速、的確 に対応す るための一方

法 と して高 く評価 されて来 るので はないか。個 人、家庭への更 なるデー タ通信の普及 は、

技術 的問題の解決よ りも通信 コス トの低減 をネ ッ トワー ク提供者が更 に考慮す る事で大

き く進展す ると期待す る。

・情報化で よ り個人に近 い立場での ネ ッ トワー クサー ビスが要求 され ると考え る
。企業間

ネ ッ トワー クの伸 びを越え ると考え る。

・衛星通信(CS)に よるサー ビス事業の拡大が 予想 され ます
。

・企業経営 に役立 っ情報提供 は非常 に難 しい
。価値 あ る情報を獲得す る仕組み、仕掛 け作

り(各 業界の連携、組織化)個 別の生情報、 データの付加価値加工な ど。

通信媒体の競合 が激 しくなる。 ダウ ンサ イジ ングの進展に よ り各企業での情報処理 はま

す ます高 くな り、サ ー ビス事業の革新 が必要で ある。

中小サー ビス事業者 は生 き残 りが難 しくな る。情報の生産 コス トに見合 う料金 を顧客は

支払 って くれない。(情 報の価格設定)

・今後 も市場 の伸 びは大 きいと考え る。

ダウ ンサイ ジングの進展 にともない各種情 報提供サー ビスが大 き く成長 す ると考え る。

・地域情 報通信 システム(ロ ーカル)と 集 中型(大 型)情 報通信 ネ ッ トワー クの役割分担

の 明確化が必要 とな る。

有線系 、無線系の複雑 な通信媒体 を介 して 、個人 ・家庭対象 の情報サ ー ビスが実現 し、

セキュ リティ ・プライバ シー等の問題が起 きてい ると思 われ る。
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・ダ ウンサ イジ ングの進展 によ りネ ッ トワーク利用のニーズは高 まるが、反面 、比較 的簡

単にネ ッ トワークを構築で きるようになるため回線 リセール以外 の ビジネスは採算 が難

しくな るので はないだ ろ うか。

・情報 ネ ッ トワー クサー ビス事業 は、今後、大 いに発展す る と考え る。主 な ターゲ ッ トは

個人 ・家庭 にシフ トす ると思 うが、問題 はハ ー ド・通信 の コス トであ ろ う。ISDNの

家庭への普及 とハー ドの値下 げがイ ンパ ク トにな り、新 しい タイプの ネ ッ トワー クサー

ビス事業が展開 されて くると考え る。

・個人 ・家庭 に とって便利で利用す る価値のあ るサー ビスな らば普及は見込 めるが、情報

が氾濫 し技術革新の進歩 が著 しい時代で、情 報ネ ッ トワー クサー ビス事 業の展開維持 に

かな りの費用がかか ると思われ、採算性 は不透明のよ うで あ る。

公共的役割上、大手 企業の寡 占状 態になると思われ る。

ビジネス利用 に限定す るな ら中小 企業の参画で きる もの と して、企業間情報処理 サー ビ

スが有望 と思 われ る。

・企業 にとって戦略的情報通信 ネ ッ トワー クを構築 して い くことが企業発展 に重要な役割

を果た し、情報通信 ネ ッ トワー クの高度化、高速化 、グローバ ル化、パ ー ソナル化、 ワ

イヤ レス化の方向に向か うと思われ る。

今後の市場展望 と して、①ISDNの 本格的な普及(次 期、広帯域ISDNに よ り大 き

な革新 を もた らす)② 衛星通信(地 上 系通信回線 にはない メ リッ トを生か し、様 々な展

開が可能)③ よ り広範囲な ネ ッ トワー ク化の実現(公 ～専～ 公接続 によるコス ト削減 、

サー ビスの向上)④ 移動通信のデ ジタル化への転換(ど こか らで もリアルタイムに高品

質な情報交換 が可能)を 考 える。

・衛星通信 は耐災性、広域性 、接続の容易性 があ るが、国内の利用で は、使用料金が地上

回線 に比較 し高す ぎる。 コス トダ ウンが必要。移動体通信 は便利性か らます ます有望。

ダ ウンサ イジ ングの普及 はセキ ュ リティ システムの有 り方 について再検討 が必要で あ る

ことを示 して いる。

・各家庭 に最低で も一回線の情報ネ ッ トワー クが、ひかれ ると思い ます。 それ は、ただ単

につなげただ けとい うレベ ルで はな く、よ り使 いやす くコス トがかか らな くレスポ ンス

に も手 間を とらせな い。現時点で言 えば電話の様 にほん と うの意味でだれで も使 いこな

せ るネ ッ トワー クをその地域単位で、公共機関が制御 して いかな ければな らないと考え

ます。
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(5)情報ネ ッ トワークサ ー ビス事業 を進 めてい くうえでの政策的支援 に対 する要望 につ い

てどの様 に考えていますか、お聞かせ ください。

〔設備投資に対する補助減税、減免〕

・低金利、長期支払い期間での公的資金援助。

・情報ネットワークサービス事業は社会基盤的な要素もあり、投資をしても効果が表れる

までには時間がかかる。設備導入時の負担を軽 くするための資金支援及び税制の実施を

望む。

・新規投資設備の固定資産税の減免措置。

・現行の支援施策は特別二種や一種事業者だけしか受ける事が難しいものが多い。裾野を

広げている一般二種事業者への現実的支援を手厚くすべきである。

〔ビジネスプ ロ トコル標準化の推進〕

・ビジネスプロ トコル標準化の推進 の具体策 と して 、業界標準 プロ トコルの拡 大、普及 を

図 って ほ しい。

・行政 の強力 な リーダー シップの もとに諸標準化 の実施 を推進 してほ しい
。 ビジネ スプロ

トコルの標準化がな されていな い現状で は、ユーザー毎 に新 規開発が必要 なため コス ト

が高 くな り受注に も悪影響が ある。

〔ネ ッ トワーク技術者の人材育成支援〕

・一 定の会員制 による研修セ ンターに設 置。

・社内、社外 問わずネ ッ トワー ク技術者 が不足 して お り今後 社会全体 と してネ ッ トワー ク

サー ビス事業 の健全な育成を推進す るためには政策上種 々の支援が必要であ る。

〔地域情報化促進の支援〕

・情報活用、PRセ ンター的な機関の設置。

・サ ー ビスを受ける側 に立 った支援が必要。一般企 業向けには、情報化先進事例の講演会

の開催 とか、個人 向けには、 ミニテルの ような小型端 末を 自治体 が無料 あるいは安価 に貸

し付 け る等であ る。

・当社で は、ニ ュー メデ ィア コ ミュニ ティ構想 の指 定を受 け、地 域情報提供の ための地域
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のサー ビスを提供 して い るが、行政の息の長 い支援 を期待 してい る。

〔共 同バ ックア ップセ ンターの構築支援〕

・まだ具体 的には判 らない。

〔各種ガ イ ドライ ンの作 成〕

・ガイ ドライ ンと して事業展開上技術的 に必要 修得すべ きもの全て含 まれ る方が望 ま しい。

〔連携指 針等の業界共 同ネ ッ トワーク化へ の働 きか け〕

・メー カー先導型 の開発 で は、異 メーカーの対応が と りず らい共 同ネ ッ トワー ク化 は、標

準化の面での指導が ほ しい。

・業界 内における連携指針 を もっとPRし た い。

〔その他〕

・多ネ ッ トワー クを経 由 して国際 間通信での上位 レイヤーでのプ ロ トコルの整備が必要で

ある。

・これか ら政策的支援で制度な どが決 め られた場合 、地域的又 は事業的選任の枠を広 げて

頂 きたい。

・パ ソコン通信 サー ビスの様 な電子 メデ ィアにっ いて は、法 的にまだ まだ未整備 な面が あ

るように思 う。特 に著作権 に関す る取扱 い、電子取引の法的有効性 な どに は判然 と しな

い点 も多 い。

・在宅の診療、在宅学 習、在宅就業 など、情報 ネ ッ トワークサー ビス事 業の対象 とな るべ

きもの に、現行法制 による規制があ るため、その普及 を阻害 してい ると考え る もの もい

くっかあ る。

・技術革新 と標準化 は相入 れない ものか も知れな いが、社会 資本の効率 とい う観点 か ら標

準化で きるものは統一す べ きと思 う。

・資格の多様化、地位 の確立を望む。

・専用線相互接続、利用 上の規制緩和。

・ネ ッ トワークの構築上 必要 とな る事業 について コンピュー タソフ トの開発 も含めた ソフ

ト面の補助 を強化 して ほ しい。
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(6潰 社 の情報 ネ ッ トワークサ ー ビスー ビス事業 を進めて い く上 での問題点 ・要望(顧 客

・同業者 ・メーカーへ の)ま た
、 ご意見が あれ ばお聞かせ ください。

(1)ビ ジネス展開に関す るもの

ここでは人、物、金 の3要 素 にわた って問題点 、要望 があげ られてい る。 もちろん

業者、地域 によってかな り異な る意見 もあ るが、人材 不足、資金不 足、そ して低価格

化 して きた とはいえ、 まだ まだ設備的に金がかか り充分な投資がで きな いことが あげ

られて いる。 また、通信料金の値下げ、遠近隔差の解 消を望む声 も大 きい。ユーザー

への意識改革 を望む声 もあげ られて いる。

② 標準化の推進 に関す る もの

か って は標準 がない ことか らくる接続性 の悪 さをカバ ーす るのが業者 にと ってのニ

ッチで ある、 と考 え られ た こと もある。 しか し、最近で は提供 サー ビスの レベルが単

に 「っな ぐこと」か らアプ リケー シ ョンも含めて特 に企業 間のサー ビスを提供す るよ

うにな った ことか ら、 「っな ぐこと」に関 しては、標準 の設定 が強 く望 まれて いる。

(3)政 策面への要望

(1)の資金不足な どと結 び付 いた話 と して、政府 に対 して投資保証 制度づ くりや、 と

くに地域 ネ ッ トワーク関連業者か らは、業者だ けでな く、地方 ・地 域のユーザー(中

小企業や個人)へ の助成 にっいての要 望があ げ られた。

〔ビジネ ス展開に関す るもの〕

・同様なサー ビス提供 に見 られ る過 当競争、顧客 の分散化等 、事業運営 は きび しい、 いか

に独 自性、差別化 を打 ち出せ るかが各業者 に課 され た宿命 であ る。

・問題点 は、設備投 資の増大(周 辺機器が高 い)。 一般 ユーザーの情報 サー ビスに対す る

認識の低 さ。

・X400/MOTIS等 を採用 して い る同業者 やLANユ ーザー は、積極 的に相互接続 を行

うことによ り、よ り広範 囲のサー ビスをユーザーが享 受で きるので、 これを進 めたい。

・回線 の2重 化等の安全対 策を第一種事 業者で行 う。第二種 事業者 に対す る特別価格設定、

又 は税 制面での優遇策が とれないか。音声サー ビスで公事接続 を可能 に して ほ しい。 国

際VANサ ー ビスでの各種制約 の廃止 も必要。
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・特 に移動体関係の通信料(NTT 、 シテ ィー メデ ィア等)が 高 く、普及を遅 らせ る要因

と考え られ ます。

・各 メーカーと もユーザーの立場を考え、OSI等 標準化 を早 く進めて ほ しい。顧客 は自

社独立 の システムを固守す る ことな くフ レキ シビリテ ィーを持 ち、既成 システムに独 自

の システムを合わせ るよ うになれ ば、資源の有効利用がで きるので はないか と考 え る。

・顧客か ら商用デー タベー スは高 い とよ く聞 くが、それだ けの情報を一人が時間をか けて

探 した り外 出す るよ りは安 い場合が多い ことを認識すべ きで ある。

・地域VANを 維持、発展 されて い くためには、人材の育成 が不可欠であ るが、情報処理

技術者 と しての育成 に苦慮 して い る。地域情報 活性化 とい う会社 の設立主 旨であ るが、

公共的な面 も多い ことか ら、地域VANと しての採算性を ど うす るのか、今後の課 題で

あ る。

・事業運営の コス ト面か ら①衛星料金②地球局機器価格③ ソフ ト作成費等のよ り一層の低

廉化が望まれ る。

・通信料の遠近格差(前 述)。Q2の サー ビス契約 が5～6ヶ 月毎 に再更新が必要 とな る。

ア クセスポー トを増す毎 に同 じものを一 日仕事で作成 させ られ る画一 的な管理でな く、

内容 によ り又監査方法を考えて、非生産的な作業を軽減 して頂 きた い。

・当社 の事業展開を して いる地域全体で均等 なネ ッ トワー クサー ビスが通信事業者か ら得

られな いのが課題で ある。

・ネ ッ トワー クサー ビス事業者へ の要望 として は、迅速なサ ポー ト体制、 アプ リケー シ ョ

ンの開発力の強化、ネ ッ トワー クを熟知 したエ ンジニアの強化養成、サー ビス体制の充

実 、経済的、高品質、高信頼度の ネ ッ トワー クの実現を要望す る。

〔標準化の推進 に関 するもの〕

・マルチベ ンダーで の相互接続 が可能 な標準化を計 る。

・EDIに つ いては各省庁 の横 の協 力による標準 プロ トコルの一本化が必要です。

〔政策面へ の要望〕

・技術面 において ネ ッ トワー ク接続 テス ト(異 機種間)仕 様 に問題が ある場合が多 い。正

常経 路 に限定 とい う条件付 なが ら 「テス ト仕様 のガイ ドライ ン」 「品質保証 」がっ くれ

ない ものか。 エ ン ドユ ーザーの セキ ュ リテ ィー意識及び不正 コ ピー(著 作権)等 の契約
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面 に関す る教育 も必要。

・中小企 業のオ ンライ ン投資への投資保証 制度
。地域の零細小売店 の情 報投 資の無利子融

資制度。行政 ネ ッ トワー クに参加す る市民 への税控除制度。

・パ ソコン通信 サー ビスにおいて は
、中規模 ネ ッ トは中途半端な存在 で何か特殊 な分野 を

開発 しない と、事業 と して成 り立たない。 要望面で は、第一種事業者 と行政機 関が一体

とな り、国民 に普及の道を開 くべ き。

・事業展 開上
、ネ ッ トワー ク管理を的確 に行 うことは必要不可欠であ る。異 な った通信機

器、回線 を統合 したネ ッ トワー ク管理 を行え るよ うな標準が早 く実 現す ることを望む。

＼
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調査票(様 式)及 び記入要領





情 報 ネットワークサービス事 業 実 態 調 査 票 〔平成3年 度〕

貴 社 名 登録 ・届 出番号
1:21314:516:7

iii-iii

所 在 地

回答者氏名 役職 ・電話番号 ㌦

集計結果送付先
住所 ・ 氏名

資 本 金
8 9 10 ll 12 13 14 15 百万円 ※

業

種

非専業 専 業
※業種については別紙記入要領1
を参照 して番号で記入 して下 さ
い。
なお専業の場合は親会社または

主要株主の業種番号を記入して
下さい。

売 上 高 16 17 18 10 20 21 22 23 百万円 3031

40

1
3233

(i)

従 業 員 数
24 25 26 27 28 29 人

情 報 ネットワークサービス

実 施 の有 無 1.有 一

34

2.無 一

グループ企業内に閉じて
サービスしている場合 も

有として回答して下さい
、'

、'

実施していない理由を次の項目から1っ 選択 し
て番号を右横に記入 して下さい。

37

情 報 ネットワークサービス

事 業 の 開始 年

135136:

:1:

19111年
::1

一

1.近 くサ ー ビスを開始す る予定。

2.設 備の構築、サー ビス ・メニ ューの決定 等が遅れ、サー ビス

開始 の目途が立 っていない。

3.届 け出は して いるが、現在 は情報ネッ}ワークサービスを行 う予定 はな
い。

4.サ ー ビスを行 って いたが、採算性等の理 由によ り中止 した。

5.そ の他()

、'

象老じていま茸。該当㌢る場合

以㊦の質問に回答 じ羅下さぷ 。

、'

→ 今後の予定について質問9か ら回答 して下 さい。

提供サー ビスの分類
(複数回答可)

1.基 本通 信382.高 度 通信393.情 報処理40

※提供サー ビスの内訳 は別紙記入要領2を 参照。

情報 ネッ}ワークサービス事業 のね らいにっいて次の項 目か ら1つ 選択 して番号 を右横 に記入 して 下 さい

。その他 の場合 は、理 由を記 入 して下 さい。

4142

ì

1.情 報ネッ}ワークサぜス事業の将来性を見込 んで7.グ ループ企業等関連会社 のネ ッ トワー ク支援

2.新 しい ビジネスチ ャ ンス と判断 のため

3.情 報通信の新 しいサ ー ビスを提供8.現 行又 は予定のサ ー ビスが法規制 に抵触す る

す るため ため

4.業 容 の拡大の手段 と して9.顧 客か らの要請 によ って

5.業 務処理 の高度化 ・顧 客サー ビス10.会 社 のイメー ジア ップの ため
の向上 を図 るため11.地 域 の情報化に貢献す るため

6.既 存の各種 リソース、蓄積技術 を12.そ の他

活かすため()
|

ユーザー総数

(契約数)

.43.44.4546.47、48

約iiiiii
l`Il`1

接続端末
総台数

49 ,5051.52.53.54.55

約iiiiiiii台
Il,ll,ll
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質 問1.情 報 ネットワークサービス事 業 用 の設 備 等 の 概 要 につ いて お 答 え 下 さ い。

1.ネ ッ トワー ク構成
また、 どの構成図 に も該当 しな い場合 は、簡単 に構 成図を記入 して下 さい。

構成図
※別紙記入要領4の ネ ッ
トワー ク構成図で最 も近
い ものを選択 し、番号を

記入 して下 さい・ 一↓

構成図番号 56

2.ホ スト・コンピュータの 台 数 1.大 型汎用機 57 58
台 5.ミ ニコンピュータ

65 66
台

※ 但 し、 ノードコンピュータ(スイッチ 2.中 型汎用機 59 60
台 6.パ ーソナル・コンピュータ

67 68
台 ※

ング機能を持った集線装 パーソナル・コンピュータ

置)を 除いた台数 の 台 数 はホス}・

3.小 型汎用機 61 62
台 7.ホ スト・コンピュータなし

69
コンピュータと して

※別紙記入要領4を 参照 利用 している
の上回答 して下 さい。 もののみ対象

4.オ フィス・コンピュータ
63 64 台 で す 。

1.500超 ～1,000未 満

3.回 線 の数 500 707172
500 73

2.1,000以 上 ～1,000未 満

(1200bPS換 算) 回線
ll'

回線 3.2,000以 上 ～3,000未 満

以下 lli回 線 超 4.3,000以 上 ～4,000未 満

注1) iii 5.4,000以 上

4.ア クセ スポ イ ン ト数 74175176177
111

↑ 11～5の 選択肢か ら該 当番号

iii を選び記入して下さい

1.J手 順782.全 銀 手 順793.CAT/CAFIS80(ク レジット手ll頂)

5.サ ポートしている通 信 アロトコル (JCA)81
4.業界手順(家 電、紙パ等)()

※ サポートしているアロ1コル 全 て に 8283

○印を記入して下さい。 5.MHS(X.400)6.FTAM

7.X.25848.X.7585(網 間 接 続)9.ベ ー シ ッ ク 手 順86

10.無 手 順 ・TTY手 順8711.HDLC手 順88

12.そ の他89()

注1)回 線数 は上記事業用設備 に収容 され る回線の数を、別紙記入要領5を 参照 し1回 線 当 た り1,200bPS
に換算 して記入 して下 さい。
なお換算回線数が500回 線超 の場合、1～5の 選 択肢か ら該当番号を選 び、記入 して下 さい。
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質問2.貴 社 の情報ネットワークif-Eスで提供 している(又 は提供予定)サ ー ビスとその内容 につ いて

回答 して下 さい。

・ 「サー ビス提供 の有無」 は、現在提供 して いる もの に○ 印、予定の もの に△印を記入 して下 さい。
・選択形式(※ 印)の もの は別紙記入要領6か ら該 当番号を選 び、記入 して下 さい。

(ただ し、 契約形態,料 金 体系で 「その他」を選んだ場合 は、下 の欄 に具体的 に記入 して下 さい。)
・その他提供 サー ビスがあ る場合 は、空欄 にそのサー ビス名を記入 して下 さい。

注2)高 度 通 信 に は 、プロ1コル変 換 、 スピード変 換 、 コード・フォーマット変 換 、 メディア変 換 等 の機 能 も含 む 。

サー ビス内容

提供 サー ビス

サー ビス

提供 の

有 無

※
サー ビス

提供地域

※

サービス利用

者 〔複数
回答可 〕

※
契約形態

※
料金体系

90～94

95～99

100～104

105～109

110～114

115～119

120～124

125～129

130～134

135～139

140～144

145～149

150～154

155～159

基
本
通
信

1.専 用 線 サービス(回 線 リセール)

2.パ ケット交 換 サービス

3.回 線 交 換 サービス

高
度
通
信

注
2

1.パソコン通 信(電 子 メール)

2.音 声 メー ル

3.フ ァ ク シ ミ リ メ ー ル

4.ファイル中 継 ・接 続

(蓄 積 転 送)

5.}ラ ンザクション(リアル)中 継
・接 続

6.ビ デ オ テ ックス

7.音 声 応 答 サービス

8.そ の他()

情
報
処
理

1.情 報 提 供 サービス(データベース)

2.RCS

(リモート●コンピューティング●サービス)

3.企 業 間情 報 処 理 サービス

(EDIサ ービスを含 む)

※この欄の内容は次頁で答えて下さい。

一 ・=》このサー ビスに○印又 は△印を付 けた場合は、次頁の質問 にお答え下 さい。

基本通信
(その他の契約形態) (その他の料金体系)

高度通信

情報処理

160～165
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(質 問2の 続 き)貴 社 で提供 している企業 間情報処理サ ー ビスにつ いて、そのネヲトワーク形態 とサー ビス内容

について回答 して下 さい。

・3業 種以 上変関係 して いる場合 は
、 それ ぞれ記入 して下 さい。例 えば、卸売業 一製造 業 一小 売業の間で

サー ビスを行 ってい る場合 はこ下の3つ の欄 〔卸売業(20)一 製造業(19)、 卸売業(20)一 小売業(22) 、小売 業(22)
一製造業(19)〕 に記入願 います

。
・ 「サー ビス提供の有無」 は、現在提供 して いるもの に○印、予定の もの に△印を記入 して下 さい。
'選 択形式(※ 印)の もの は・別紙記入要領6か ら該 当番号 を選 び記入 して下 さい。
・企業間 不 ッ トワーク形態 に該 当す るパ ター ンが無 い場合 は

、空欄()内 に別紙記入要領1よ り該当す
る業種番号を記入 して下 さい。

〔記入例〕卸売業 と製造業 との間を仲 介 して、企業間情報処理 サー ビス(受 発注処理)を 提供 して
いる場合 は、次の様 に記 入 して下 さい。

(企業間ネットワーク形態)(サ ービス提供有無)…(対 象業務)

卸売業(20)一 製造 業(19)01

サー ビス内容

企業 間

ネットワーク形態

サービス

提供

有無

※
サービス

提供

地域

※

サービス

利 用

者

※
契約
形態

※
料金
体系

ユーザー数

(契 約 数

※
対象業務

注3)

企

業

間

情

報

処

理

サ

ー

ビ

ス

卸売 業 製造業
(20)一(19)

卸 売業 小売業

(20)一(22)

小 売業 小売業

(22)一(22)

小 売業 製造業

(22)一(19)

小 売業 運輸業

(22)一(27)

製造業 製造業
(19)一(19)

製造業 運輸業

(19)一(27)

()一()

()一()

()一()

()一()

()一()

()一()

注3)記 入要領6に 無 い対象業務があれば、具体 的に記入 して下 さい。

一82一

166～181
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質問3.貴 社情報ネットワークサーEス事業におけるネ ッ トワークの相互接続(海 外 を含 む)に つ いて該当する
項 目に○印 をつ けて回答 して下 さい。(複 数回答可)

接続の有無 接続相手数 接続相手 の企業名及 びネッ1ワーク名 使 用 プ ロ トコ ル325-32g

322

1.有 り

2.無 し

323324 1) 1.X.752.X.253.そ の他()

2) 1.X.752.X.253.そ の他()

3) 1.X.752.X.253.そ の他()

4) 1.X.752.X.253.そ の他()

5) 1.X.752.X.253.そ の他()

貴社情報ネットワークサービス事 業において、将来他社 ネ ッ トワ
ークとの相互接続 が必要 だ と思いますか

。該 当す る番号
に1っ だけ○ 印を記 入 して下 さい。330

実際に他社ネットワークとの相互接続の計
画がありますか。該当する番号に○印を記入
して下さい。331

1.必 要 『2.必 要 な い3.分 か らな い 1.計 画中(年 月頃)2.計 画が無 い

質問4.国 際VANサ ー ビスの提供又は提供予定 につ いて該 当する項 目に○ 印をつけて回答 して下 さい。

(複数回答可)

1.実 施 中332〔 国 名:① 米 国 ・カナダ333② 欧 州334③ アジアNIES(注2)335

国際VANサ ー ビス ④その他336()〕
の 提 供 332332332

2.提 供予定(年 月)3.提 供予定(時 期 未定)4.予 定 な し

1.直 接 接 続3372.公 衆 網(VENUS-P等)利 用338

国際VANサ ー ビス
の提供形態 3.ゲ ー トウェ イ経 由3394.そ の 他340()

■

1.ア ロP変 換 付 パケット交 換3412.パ ソ コ ン通 信(電 子 メー ル)342

3.音 声 メ ー ル(音 声 応 答)3434.フ ァ ク シ ミ リ メ ー ル344

国際VANサ ー ビス 345346

の 内 容 5.フ ァイル中継 ・接 続(蓄 積 転 送)6.1ラ ンザクション(リアル)中 継 ・接続

7.画 像 伝 送(ビ デオテックス 等)3478.情 報 提 供(デ ータベース)348

349350

9.RCS(|1モ ート・コンピューティングサービス)10.企 業 間 情 報 処 理 サ ー ビ ス

351(EDIサ ービスを 含 む)

11.そ の他 〔 〕

国際VANサ ー ビス 1.米 国 ・カナダ3522.欧 州3533.ア ジアNIES(注4)354

の提供を将来、実施

したい国 ・地域 4.そ の他 アジア3555.中 南 米3566.オ セアニア3577.ア フリカ358

359360361

8.中 近 東9.ソ 連 ・東 欧10.そ の他()

(注4)ア ジアNIESと は韓 国、 香 港 、 台 湾 、 シンガポールの こ とです 。
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質問5ゴ 罐 驚 繊 雲 醗 ‖・
(撒 野 日・時間帯)等について該当する蜘 ・

運
用
体
制

運
用
時
間

1・ ホス トとネ ッ トワー ク部 分の運用体制が独立 して い る。

2.ネ ッ トワー ク監視 セ ンターが ある。

3.テ ス ト用の ネ ッ トワー ク設備があ る。

4.各 種記録の集計、分析 管理 を行 って い る。

5.電 気通信主任技術者 がい る。

6.情 報処理技術者がい る。

362～367

1.休 日 〔① 休 日な し ② 祝 祭 日 ③ 日曜 ④ 土 曜 ⑤ そ の他 曜 日()〕368～372

　 アヨヘ ヨ 　る

2.標 準運用時間 〔24時間23時 間22時 間21時 間20時 間 その他()
、〕

3.運 用時間帯 につ いて

特に記述す ることが
あ りま した ら記入 し

て下 さい。

質 問6. セキュ リティ、障害対策 につ いて実施 している項 目に○ 印を付 けて下 さい
。(複 数回答可)また

、その他に実施 している事項が あれば記入 して下 さい。

デ
ー
タ
の

機
密
保
護
方
法

1.ユ ーザ ーID、 パ ス ワ ー ド等 に よ る不 正 ア クセ ス防 止 375～379

2.暗 号化による通信情報の不正傍受防止

3.入 退室管理

4.閉 域接続

5.その他()

障
害
対
策

1.設 備の二 重化 380～384

2.モ ニ タ リング、 テス ト機能、定期 保守 など各種 ツールによる障害の早期検出

3.障 害発生時の障害切分機能や回復機能

4.ネ ッ トワー クの迂回路構成

5.その他()
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質問 了.貴 社 の情報ネットワークサ士ス事業 の採算性等 につ いてお聞かせ下 さい。

L情 報ネットワークサービス事業の採算性 につ いて どの よ うにお考 えで しょうか。(択 一回答)

次の項 目か ら1っ 選 択 し該 当す る項 目番号 に○印を付 けて下 さい。

　 　　 　リ ヨヨ 　

①.採 算が採れてい る。(19i年 度 か ら)

コ 　 き　ペ ヨ 　ロ

② 現在 は採れて いな いが、将来 は採算 が採れそ う。(191年 度位 か ら)

③ 将来 とも採算が採れ そ う もない。

385

④ 情報ネッ1ワークサービス事業 だけで は採 算 は採れないが、関連す るソフ トウェア開発 、機 器の販売 、従

来 か らの情報処理 サー ビス、情 報提供サー ビスなどと合わせて採算性を考 えてい る。

⑤.他 事業 の付帯サ ー ビスであ り、採 算性 は度外視 して いる。

⑥.そ の他( )

2.情 報ネッ}ワークサービス事業 だけの① 平成3年 度推定売上高、② 平成2年 度売上高、③対前年度売 上高

伸 び率 、および④平成3年 度 推定 費用 にっいて概算で結構ですか ら記入 して下 さい。

(平成3年 度 よ り情報ネッ}ワークサービス事 業を開始 した場合 は、① と④のみ を記入 して下 さい。)

ヨ　 　ヘ ヨ 　ア ヨ ロ　　 るむ　

①平成3年 度推定売上高 ②平成2年 度売上高

i億i

る　　へる パ

③対前年度売上高伸び率

i万 円 i億i i万 円 ⇒ ± i%増

① 一②
②

▲(小 数点)

④ 平 成3年 度 推 定 費 用412～419

i億i i万 円

※費用 とは回線費、機械設備 費、運用 費(空 調 ・電力 ・人件費等)

および諸費用(外 注費 ・営業経 費 ・一般管理費等)を 合算 した

ものです。

質問8.情 報ネットワークサーEス事 業 に携 わる従業 員、及び情報処理技術者 ・電気通信主任技術者の人数

につ いてお聞かせ下 さい。

(1)情 報ネットワーク事業携わ る従業員数

社内
(兼任を含む)

外部からの
派遣要員 計

全 体 人 数 人 人 人

部
門
別
内
訳

管理/企 画 人 人 人

4

4

4開発 ・技術 人 人 人

運用 保守 人 人 人 4

営 業 人 人 人 4

その他 人 人 人 4

420～432

433～445

446～458

459～471

72～484

485～497

(2)技 術者数

情
報
処
理
技
術
者

システム監査 人

特 種 人

オ ンライ ン 人

一 種 人

二 種 人

電気通信主任
技術者

人

498

～500

501

～503

504

～506

507

～509

510

～512

513

～515
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質 問9.情 報 ネヲトワークサーピス事 業 の今 後 の 方 向 に つ い て

(1L今 後重点的に提供 して いきた いサ ー ビスは、 どのよ うな ものが あ りますか。該当するものに○印を
付 けて下 さい。 (複数回答可)

516 521 530

1.専 用 線 サービス 6.フ ァクシミリメール 11.情 報 提 供 サービス526 15.ネ ットワーク運 用 ・

517 522 管理サぜス
2.パ ケット交 換 サービス

518

7.ファイル中継 ・接続(蓄 積 転 送)

523

RCS52712'

(リモート●コンピューティングサービス) 531

3.回 線 交 換 サービス 8.ト ランザクション(リアル)中 継 ・ 接 続 528 16.そ の他

519

4.パ ソ コ ン通 信

520

5.音 声 メー ル

524

9.ビ デオテックス

525

10.音 声 応 答 サービス

13.企 業 間情 報 処 理 サービス

(EDIサ ービスを 含 む)

529

14.国 際VANサ ービス []
(2).今 後 、採算が採れ ると思われ るサー ビスは、 どの よ うな ものが あ りますか。該当するものに○印を
付 けて下 さい。 (複数回答可)

532 537 542 546

1.専 用 線 サービス 6.フ ァクシミllメール 11.情 報 提 供 サービス 15.ネ ッ}ワーク運 用 ・

533 538 543 管 理 サービス

2.パ ケヲト交 換 サービス 7.ファイル中継 ・接 続(蓄 積 転 送) 12.RCS

534 539 (リモート・コンビ・一ティングサービス) 547

3.回 線 交換サぜス 8.ト ランザクション(リアル)中 継 ・ 接 続 544 16.そ の他

535

4.パ ソ コ ン通 信

536

5.音 声 メー ル

540

9.ビ デオテックス

541

10.音 声 応 答 サービス

13.企 業 間 情 報 処 理 サービス

(EDIサ ービスを含 む)

545

14.国 際VANサ ービス [一

質 問10.現 在 、 マル チ ベ ンダ ー環 境 化 でOSI(OpenSystemslnterconnection:開 放 型 システ ム 間 相 互

接 続)の 普 及 促進 が 行 な わ れ て い ま す が 、 貴社 の情 報 ネットワークサービス事 業 に お け る、 今 後 のOSlへ

の取 組 を お 聞 かせ 下 さ い。

1

845

貴社でのOSIの 提供 ・検討状況をお答え下さい。
次の項目から1っ 選択 し該当する項 目番号に○印を付けて下さい。

(択一 回答)

①.既 に、一部OSIを 採用 して いる。

② す ぐにで もOSIを 採用 したい。

③.様 子を見て決め る。

爵 嶽 ご[理 由:

→

]

(複数回答可)

提供時期:
らる　

提 供 内容:①.FTAM

※551

③.TP

らら　

⑤.RDA

　　　

⑦.そ の他 〔

　カ　

②MOTIS/MHS

らら　

④.ODA/ODIF

　　る

⑥.OSI管 理

〕

※提供内容の内訳は、別紙記入要領7を 参照 して下さい。

2.OSIに っいての期待、導入 にあた っての問題点、及 び今後 の普及 にあた っての意見 ・要望等

あ りま した ら、 自由にお書 き下 さい。

一86一



質 問11. lSDNサ ー ビス(lNS64/1500/パ ケ ッ ト)が 開 始 され ま した が 、 こt!'に 対 して

情 報 ネットワークサービス事 業 者 と して は 、 そ の影 響 ・利 用 につ いて ど の様 に お考 え で しょ っか 。

1.貴 社の情報ネットワークサービス事業におけ る、ISDNサ ー ビスの利用 にっ いて、各サ ー ビス ごとに
3項 目か ら1っ 選 択 し該当す る項 目番号の下のマ スに○ 印を付 けて下 さい。 また①既 に利用中

及 び②利用予定あ りの場合 は、利用の用途 につ いて も同様 に該 当す るものに○ 印を付 けて、
お答 え下 さい。

利 用 状 況 利 用 の 用 途

(択一 回答) (複数回答可)

利用状況及び用途
① ② ③ ① ② ③ ④

既 利 利 基 足 ノミ そ

に 用 用 幹 回 ツ の

利 予 予 回 り ク 他
用 定 定 線 回 ア

ISDNサ ー ビス 区分 中 あ な 線 ツ ※

り し ク

556

回線交換 []
557～560

INSネ ット64 561

パケット交 換 []
562～565

回線交換 []
566
567～570

INSネ ット1500 571

パケット交 換 []
572-575

※その他の場合 は、[]内 に具体 的に記入 して下 さい。

2.ISDNサ ー ビス は情報ネッ}ワークサービス事業 にどの様 な影響(インパクト)を 与 えると考え ますか。

次の項 目か ら1っ 選択 し該当す る項 目番号 に○印を付 けて下 さい。(択 一回答)
576

① 事業展開に悪影響を与える。 〔理由:〕

②.事 業展開に好影響を与える(取 り込んで事業展開する)。

③.あ ま り関係ない。

④.わ か らな い。

3.ISDNに っ いて、今後 の利用用 途 とその影響 にっいて どの様 にお考えで しょうか。

自由にお書 き下 さい。
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質問12.EDl(ElectronicDatalnterchange:電 子 データ交換)サ ー ビへの、貴社情報 ネットワークサービス事業 にお ける
取 り組 みにつ いてお聞かせ下 さい。

※EDIサ ー ビス とは・異な る企 業間で、商取引のためのデー タを通信 回線 を介 して 、 コンピュータ(端 末を含む)間 で交換す ること
。 その際、当事者間で必要 とな る各種取決 めが 、可能な

限 り広 く合意 された標準的な規 約であ る こと。

1.貴 社 におけ るEDIサ ー ビスの提供 につ いてお答え下 さい。次
の項 目か り1つ 選択 し該 当す る項 目番号 に○印を付 けて下 さい。

①

②

③

④

⑤

(択一 回答)577

実施中

提供予定あ り(時 期未定)

提供予定あ り(時 期:19

提供予定な し

わか らない

→ サービス内 容 はi
.

→

年 月)一 →

582～585

ii.

苗.

iv.

(複数 回答可)
国内の同一 業界内578

国内の複数業界間579

国内 一国際間580

その他581[]

586～590

情報ネッ}ワークザビス事業の全売上高
に占めるEDIサ ービス売上高 の割合

i%

▲(小 数点)

EDIサービスを 利用 して い る

ユ ーザ ー 数(契 約 数)
約i

2.上 記、回答が① ② ③ の場合、EDIの"デ ータ交換フォーマッド の規格 は次の どれ にな りますか
。

次の項目から選択し該当する項目番号に○印を付けて下さい。(複 数回答可)

らロ　

① 米国標準(ANSIX.12)⑤ 業界標準(全 国銀行協会連合会の凛翠)

　　　
② 国 際標 準(EDIFACT・ISO9735)

　 ロ　

⑥.CII標 準(JIPDEC産 業情 報化

推進 セ ンターで作成 した標準)
　ロヨ

③ 業界標準(日 本電子機械工業会の標準5、7
=EIAJ取 引情報化対応標準)⑦

.そ の他 〔

　りる

④.業 界 標 準(日 本 チェーンストア 協 会 の標 準=流 通 情 報

わ ラインデータ交 換 システム・標 準 データ交 換 フォーマット)

〕

3."ビ ジネスプ ロ トコル"(注5)の 標準 化にっいて貴社 の ご意見 ・ご要望 をお聞かせ下 さい
。

(注5)ビ ジネスプロ トコル とは、企業 間の取 引等 に伴 う情報の交換を 円滑 に進 めるために定 め

りれ た取決めをい う。
EDIに お いては、次のよ うな4つ の レベ ルで捉え ることがで きる。

①伝送制御手順 、 ファイルの ア クセス手順等の情報伝達規約

8ζ三ζz嚇 ご議 ㌫;《 纏 暴露㌶蹴 獺約
④EDIに よる取引の条件等についての取引基本規約
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質問13.わ が国 の情報ネットワークサービス事 業 に関す る今後の市場展望(市 場の伸び、競合な ど)に ついて、
どの様 にお考 えで しょうか。

また新 しい通信媒体 の利用(衛 星通信 ・移動体通信等)、 個人 ・家庭への拡 大、今後の事業

展 開の方向性 、及び最近 の急速 なダ ウンサイジングの進展 によるイ ンパク トについて もご自由
にお書 き下 さい。

質問14.情 報ネットワークサービス事業を進 めてい く上 での政策 的支援 に対す る要望 につ いて どのよ うに考 えて
いますか 、お聞かせ下 さい。

次の項目から該当するものを3っ 選択 して○印を付け、それぞれの項目について下の欄に具体的に

記入 して くだ さい。 (複数回答可)

598 (注6) 602

①.設 備投資に対す る補助、減税 ⑤. 連携指針等の業界共同ネットワーク化
599

への働 きかけ

②.ビ ジネ スプロ トコル標準化 の推進 603

600 ⑥. ネットワーク技術者の人材育成支援

③ 共同バ ックア ップセ ンターの構 築支援 604

601 ⑦ 地域情報化促進の支援
④.各 種 ガイ ドライ ン(例:接 続 プロ トコル 605

の開示,プ ライバ シー保護等)の 作成 ⑧. その他

巨体的締 イ{は ・

一

一

(注6)連 携指針:一 定の事業分野に属する事業者が広 く連携して電子計算機を効率的に利用する
ことを促進するため、情報処理の促進に関する法律に基づき、主務大臣が定め
るガイ ドライン。
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質問15.貴 社の情報ネットワークサービス事業 を進 めてい く上 での問題点 ・要望(顧 客 ・同業者 ・メーカーへの)

また、 ご意見等があればお聞かせ下 さい。

606～650

以上で本ア ンケー トに関する質問事 項 は終わ りです。 ご協力 あ りが とうござい ま した。

〔本件の連絡先〕

㈱ 日本情報処 理開発協会

産業情報化推進セ ンター

システム調査 ・支援課 情報ネットワークサービス調査担 当

asO3-3432-9386

FAXO3-3432-9389

※本調査 票は、平成4年2月21日(金)迄 に届 くよ う同封 の返信用封筒 にて ご返送下 さい。
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調 査 票 記 入 要 領(平 成3年度)

調 査票 の ご記入 にあた って は、回答 しに くいケース もあ るか と存 じま

すが各質 問事項 の注意事項 と本記入要領を参照 の上、回答 して下 さい。
なお、 ご不明な点 は下記 へお問い合 わせ下 さい。

〔問 い合 わせ先〕㈲ 日本情報処理開発協会 産業情報化推進 セ ンター3432-9386(直)システム調査 ・支援課zsr(03)

Fax(03)3432-9389

1.業 種 〔調査票 のフ ェースシー ト(P.D〕

非専業で情 報ネットワークサービスを実施 して いる企業 は、下表 より該 当番号 を選んで回答 して下 さい。

(複数の業種 にまたが る場 合 は、貴社 の売上 の中で最 も比率の高 い業種 を1っ 選 んで下 さい。)

なお、専業の情報ネッ1ワークサービス事業者の場合 には業種番号40の ハ イフ ンの後 に親会社又 は主要株主の業種

番号を下表 よ り選んで記入 して下 さい。
(記入例)卸 売業 か ら独立 した専業の情報ネットワークサービス事業者の場合40-20と 記入す る。

業

業

造

業

業

業

製

品

産

工

品
版

製

業

炭

加
製

水

業

業

プ

木
出

業

石
業

窯

ル

造

・
業

業

工
工

パ

・
・
工

・
製

.

品

林

設

品

維

・
材

刷

学

油
製

ス

ム

ラ

農

鉱

建

食

繊

紙

木

印

化

石

ゴ

が

L

2
・
3

4

5

a

7

&

9

10

11

12

業

業

工

業
業

業
業
業
引

加

業
造
造

立

取

属
業
造
製
製

仲

品

金
造
製
具
具
業

商

業

・
製
器
器
器
造
業

・
売
融

属
器
機
械
械
製

.

鋼
金
機

用
機
機
他
売
商

鉄
気
送
般
密

の

理

券

鉄
非
電
輸

一
精

そ
卸
代
小
金
証

3
4
5
6
…τ
&
9
α
L
2
3
4

1
1
1

1
1
1
1
2
2
2
2
2

25.

26.

27.

28.

29.

30.

31.

32.

33.

34.

保 険 業

不 動 産 業
運 輸 業

倉 庫 業
電 力 ・ガ ス

新聞 ・放送 ・広告 ・通信業

情報処理 サー ビス ・
ソフ トウェア ・情報提供業

旅 行 業

娯 楽 ・その他 サー ビス業
そ の 他

40.専 業 の 情 報 ネットワークサービス事 業 者

2.提 供 サ ー ビスの 種 類[調 査 票 の フ ェー ス シー ト(P.1)、 及び 質 問1.「 サ ー ビス とそ の 内容(P.3)]

1・鷲 灘 竺恐 嚇 遼 麟 ビスのこ㌫ 耀 換サービス
・回線 交 換 サ ー ビス

2.高 度 通 信 とは、 次 の よ うな 提供 サ ー ビスの こ とを い い ます 。
・音 声 メー ル ・フ ァ ク シ ミ リメー ル・パ ソコ ン通 信(電 子 掲 示 板 、 電 子 会 議 、電 子 メール 含 む)

・フ ァイ ル 中継 ・接 続(蓄 積 転 送)・1ラ ンザクション(リアル)中 継 ・接 続

・ビデ オ テ ックス ・音 声応 答 サ ー ビス

※ 高 度 通 信 に は、上 記 サ ー ビス メニ ューの 中 に、 プロ1コル変換 、スピード変 換 、 コード・フt－マット変 換 、 メディア

変 換 等 の 機 能 も含 ん で お り ます 。

3.情 報 処 理 とは、 次 の よ うな提 供 サ ー ビスの こ とを い い ます 。
・情 報 提 供:企 業 情 報 ・新 聞 記 事 情 報 ・技 術 情 報等 のデータベースにユーザーが 端 末 か らアクセスす るサービスで す 。

ユーザー端 末 とセンタの ホストコンビ・一タを オンラインで結 び 、ユーザーに]ンピ・一夕を・RCS(リ モート・コンピューティング・サービス):

利 用 させ た り、特 定 の ユーザーの 情 報 処 理 業 務 を行 うサ ー ビスで す 。
・企 業 間 情 報 処 理サービス:取 引企 業 間 ・グル ープ間 の 情 報 を各 企 業 に合 わ せ て情 報 処 理 し、 情 報 の 交 換

を行 うサ ー ビスで 、EDI(電 子 デ ー タ交 換)サ ー ビス を 含ん で い ます 。

(例 え ば 、 量 販 店 と取 引先 間の受 発 注 サ ー ビス の 提 供 な ど)

※EDI畿 聯 絡i・麗質;;て㌫ 警む鑑 鑓鞭 堅il㌶Cξ藷

間で必要となる各種取決めが、可能な限り広く合意された標準的な規約であること。
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3.ネ ッ トワー ク構成[調 査 票 の 質 問1 .「1.ネ ッ トワ ー ク構 成 」(P.2)]

次 の ネ ッ トワー ク構 成 パ タ ー ン例 の 中 か ら最 も近 い もの を選 ん で該 当 番 号 を ご記 入 下 さ い
。

1.ホ ス ト集 中型2 .ホ ス ト中心 ネ ッ トワー ク型

メニル'ボ ノクス

ユーザ ー端 末

3.ホ ス ト/ネ ッ トワー ク分 離 型(パ ケ ッ ト型) 4.分 散 ネ ッ トワー ク型

ノード●コンピュータ

4.ホ ス トコ ン ピュー タ の台 数[調 査 票 の 質 問1 .「2.ホ ス トコ ン ピュー タ の 台 数 」(P .2)]

力鋸 ζ害 ご㌘ 台数について回答する齢 以下の定義を参照し・コンピュータの

'馨脇 熟 案 卵 謬 磁

`㌫ 語 語 露 訳 あるいは 「シリーズ・

汎用 コンピュータの分類を購入価格 を もとに次の ように区分す るものと します
。

1.大 型汎用機2億5千 万 円以上

2.中 型汎用機4千 万 円以上～2億5千 万 円未満

3.小 型汎用機4千 万 円未満

'5瀟 箆 蕊 あ;蹴 蛤 ミニ コンピ
ュータ・パーソナル ・コンピュータとは・ホス トと

・ホ ス トコ ン ピ
ュー タが 無 い場 合 は、 該 当 の 項 目番 号"7 .ボス}・コンピューダ に ○ 印 を 付 けて 下 さ い。
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5.回 線 の数[調 査 票 の 質 問1.「3.回 線 の数 」(P.2)]

・回線数 は、1,200ビ ッ ト毎 秒の伝送速度 の電気通信回線(以 下 「単 位回線」 とい う)に 換算 して 、500

回線 を超え る場合 は、該当す るものを回答欄 の中か ら選んでお答 え下 さい。

・算定の対象 となる回線の単位回線への換 算について は、次の方法 に従 って行 って くだ さい。

(ア)ア ナログ信号伝送用の電気回線(電 話の役務 を提供す るため に用 い られ る電気通信回線をい う。以下
この項 につ いて同 じ。)に つ いて は、単 位回線1回 線 に換算す る。

(イ)電 話 回線以外 のアナ ログ信号伝送用 の電気通信回線 の うち、周波数帯域 の幅が4キ ロヘル ツ以下 であ

る回線 について は、単位 回線2回 線 に換算す る。

(ウ)電 話 回線以外のアナ ログ信号伝送用 の電気通信回線の うち、周波数帯 域の幅が4キ ロヘルツを超 え る

回線 にっいては、周波数帯域の幅4キ ロヘルツ当 り(4キ ロヘル ツに満た ない端数 は、切 り捨 て るもの
とす る。)単 位回線2回 線 に換 算す る。

(エ)デ ジタル信号伝送用の電気通信回線 にっいて は、各の回線の ビッ ト毎秒を単位 と して表 され る伝送速

度(1万2,000ビ ッ ト毎秒 を超え る伝送速度 の回線 にあ って は、1万2,000ビ ッ ト/毎 秒 とす る。)の

総和を1,200で 除 して得 られ る商(1に 満たない端数 は、切 り捨て る もの とす る。)に より単位 回線 に

換算す る。 〔ISDN回 線の場合 も、同様の換算 とす る。〕

電気通信設備の規模の算定対象

○ 算定の対象となる回線

下 図の例で は、A及 びBが 算定 の対象 となる回線 であ り。A及 びBの それぞれにっいて政令

第1条 で定 める方法 に従 い、換 算を行 って合計す る。

A事 業者が加入 している電話回線
B・ 端末に接続されている専用線

ε 漂 着薯鵠 藷品 豆麟 繊 麗 る.)一 ー 一 算定の対象とならない・

D

利用者

A C C A D

誘 § 歴

阪
チ
大
杉

事業 者の 愛知

ネフ}ワーク センター

大 阪 の
電 話 局

利用者

利用者

B B
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6.サ ー ビス提供地域 、サ ー ビス利 用者 、契約形 態、料金体系[調 査票の質問2.の 各項 目(P.3)]

次の 中か ら、それぞれ該当す るものを選ん で、所定の欄 に番号 を ご記入下 さい。

サービス提供地域

1 特 定 地 域

2 全 国

3 国 際

4 全 国、国 際

5 そ の 他

契約形態

1 契約約款によ るサー ビス

2 個別契約 によ るサー ビス

3 そ の 他

サー ビス利用 者

1 企業グループ内

2 特 定 業 界

3 一 般 企 業

4 一般 家庭
、個人

5 そ の 他

料 金 体 系

1 基本料金+従 量制料金

2 基本料金+月 額固定料金

3 ユーザ ーとの個別契約

4 そ の 他

対 象 業 務

1 受発注処理 8 店 舗 管 理(ト ータルストアオートメーション)

2 販売管理 9 与信管理(ク レジッ トオーソ リ)

3 生産管理 10 予約 ・発券

4 在庫管理(照 会、出荷指示等) 11 顧客管理

5 輸送管理(貨 物追跡等) 20 その他、上記以外のものについて

摘要欄に具体的にご記述下さい。
6 会計処理

7 資金決済(フ ァームバ ンキ ング)

了.OSIの 提 供内容(応 用プ ロファイル)① ～⑥ の意味 〔調査票 の質問10の1(P .8)〕

①FTAM:フ ァイ ル転 送 ア クセ ス

②MOTIS/旧S:メ ッセ ー ジ通 信 シス テ ム

③TP:ト ラ ンザ ク シ ョン処 理

④ODA/ODIF:マ ルチ メデ ィア文書

⑤RDA:遠 隔データベ ースア クセス

⑥OSI管 理:ネ ッ トワー ク管理

以 上
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